
　　　主　　文　

　　　　１　被告が原告に対して平成９年３月２５日付けでした，平成７年１２月
１５
　　　　　日付け請求にかかる療養補償給付を支給しない旨の処分を取り消す。
　　　　２　被告が原告に対して平成９年３月２８日付けでした，平成７年１１月
２日
　　　　　付け請求にかかる休業補償給付を支給しない旨の処分及び平成８年５
　　　　　月１５日付け請求にかかる休業補償給付を支給しない旨の処分を取り
　　　　　消す。
　　　　３　被告が原告に対して平成９年８月２１日付けでした，同年８月１１日
付け
　　　　　請求にかかる療養の費用給付及び障害補償給付を支給しない旨の処分
　　　　　を取り消す。
　　　　４　訴訟費用は被告の負担とする。

事実及び理由
第１　申立て
　１　原告
　　　主文同旨
　２　被告
　　　原告の請求をいずれも棄却する。
　　　訴訟費用は原告の負担とする。

第２　事案の概要等
　１　事案の概要
　　　本件は，Ａ株式会社Ｚ研究所（以下，Ａ株式会社を「Ａ社」と，同社Ｚ研究
所を「Ｚ研究所」という。）に船舶・海洋研究推進室長（以下，単に「室長」と略
す場合もある。）として勤務していた原告が，急性心筋梗塞（以下「本件疾病」と
いう。）を発症して後遺症を遺すに至ったのは業務に起因するものであるとして，
被告に対し，労働者災害補償保険法（以下「労災保険法」という。）に基づく休業
補償給付，療養補償給付及び障害補償給付を請求したが，被告がこれらについてい
ずれも不支給決定をしたため，その各処分の取消しを求めた事案である。

　２　当事者間に争いのない事実等
　　(1)　原告は，昭和４９年３月Ｗ大学大学院船舶工学博士課程を修了した後，同
年４月にＡ社に入社し，同月１５日Ｚ研究所の推進性能研究室に配属された。その
後，原告は，同研究室主任，船型試験課計画係長，船型研究室主任，船型研究室主
務，船舶・海洋試験課長の職を経た上，平成３年４月，船舶・海洋研究推進室室長
に就任した（甲１，４，乙１３の③）。

　　(2)　原告は，勤務先の休日である平成６年１月８日（土曜日），長崎市文教町
a番b号所在のＢテニスクラブにおいて，午前１１時１５分からテニスの講習（中
級，午後零時４５分終了予定）を受講していたところ，体調不良を訴え，一旦休憩
したものの，受講を再開した直後の同日午後零時ころに倒れ，昏睡状態のまま救急
車によってＣ病院に搬送され，同病院において急性心筋梗塞と診断された。原告
は，同病院において蘇生術が施されたものの，心停止寸前の状態にあったため，低
酸素脳症による失語及び意思の疎通ができない状態となり，以後同病院にて入院加
療の後，同年３月１８日からはＤ病院に入院し，平成７年８月３１日に治癒（症状
固定）とされたが，その後も後遺障害として同様の状態が残存している。なお，原
告は，発症当時４８歳６か月で，船舶・海洋研究推進室長の職にあった（乙５の
①，②，６，７の①，②，１４の③，４９）。

　　(3)　原告は，本件疾病が業務に起因するものであるとして，被告に対し，平成
７年１１月２日付けで休業補償給付（平成６年１月８日から同年３月２２日までの
期間を対象とするもの）を，平成７年１２月１５日付けで療養補償給付たる療養の
給付を，平成８年５月１５日付けで休業補償給付（平成６年３月２３日から平成７
年９月３０日の期間を対象とするもの）を，平成９年８月１１日付けで障害補償給



付及び療養補償給付（療養の費用）をそれぞれ請求した。被告は，平成９年３月２
５日に平成７年１２月１５日付け療養補償給付請求につき，平成９年３月２８日に
２件の休業補償請求につき，また，同年８月２１日に障害補償給付及び同月１１日
付け療養補償給付につき，それぞれ本件疾病が業務に起因する明らかな疾病とは認
められないとして，いずれの給付も支給しない旨の処分（以下「本件各処分」とい
う。）をし，原告に通知した（乙８ないし１２の各①及び②）。

　　(4)　原告は，本件各処分を不服として，平成９年５月２０日（休業補償請求及
び療養給付請求）及び同年１０月１７日付け（障害補償請求）で，長崎労働者災害
補償保険審査官に対し，労働保険審査請求をしたが，同審査官は，平成１０年１０
月２２日付けで上記審査請求を棄却した（乙１３の①ないし③）。
　　　　原告は，上記棄却決定を不服として，平成１０年１２月２日付けで，労働
保険審査会に対し，労働保険再審査請求をしたが，同審査会は，平成１２年１０月
２６日付けで，上記再審査請求を棄却した（乙１４の①ないし③）。

第３　当事者の主張
　１　原告の主張
　　(1)　業務起因性の判断基準
　　　ア　労災保険法７条１項１号の「業務上の疾病」というためには，業務と疾
病との間に合理的関連性が認められれば足りるというべきである。
　　　イ　仮に，同条の「業務上の疾病」の解釈について，業務と疾病との間に相
当因果関係を要するという見解に立ったとしても，被災者の従事した業務が同人の
素因，基礎疾患もしくは既存疾患を誘発又は増悪させて発症等の時期を早めるな
ど，それが基礎疾患等と共働原因となって疾病の発症や死亡の結果を招いたと認め
られる場合には，因果関係が認められるというべきである。そして，業務の危険性
の判断は，使用者によって労務の提供が期待されている者すべてを対象として，そ
のような者の中で最も危険に対する抵抗力の弱い者を基準とすべきである。

　　(2)　原告が従事した業務の過重性

　　　ア　労働時間
　　　　(ｱ)　原告は，自己の業務を遂行するため，午前８時ころには出社し，午後
　　　　　９時ころまで仕事をしていたほか，昼休みも多くて３０分程度しか取れ
ず，午後６時又は午後６時１０分からの休憩は全く取ることができなかったのであ
って，毎日１２．５時間以上の労働に従事していた。また，土曜日の約７０パーセ
ントは休日出勤していた上，日曜日や祝日にも，出社して資料や文献を調査した
り，自宅で報告書を作成するなどしていた。このようにして，原告は，年間３００
０時間以上の長時間労働を余儀なくされていた。

　　　　(ｲ)　原告は，少なくとも別表１に示した時間数の労働に従事していた。な
お，被告は，原告の労働時間について発症前６か月間だけを考慮して業務の過重性
を判断するが，本件においては，過重な業務がそれ以前から長期にわたって継続し
ていたのであるから，平成３年１月から発症日である平成６年１月８日までの労働
時間を考慮して，業務の過重性を判断すべきである。
　
　　  イ　業務の質的過重性
　　　　(ｱ)　室長就任後の人間関係
　　　　　　原告は，平成２年４月１日，船舶・海洋試験課長に昇格したが，翌年
４月１日に当時の船舶・海洋研究推進室長であったＥが研究所次長に昇格したた
め，その後任として船舶・海洋研究推進室長に就任することになった。ところが，
原告の船舶・海洋研究推進室長への昇格はいわゆる抜擢人事であったため，原告
は，入社年次が早い室員や専門職の資格が上位にある室員の管理に苦慮することに
なった。

　　　　(ｲ)　原告の担当業務等
　　　　　　船舶・海洋研究推進室長の担当業務には，①研究業務の統括管理，②
室業務状況の次長への報告と協議，③研究室の人事，勤労及び安全の管理，④週報
の作成，室課長会への出席，⑤見学者案内，客先対応，次長特命事項，⑥研究の立



案，実行，予算管理，⑦船舶・海洋研究推進室と船舶・海洋試験課の作業量確保，
調整，⑧社外の各種委員会対応がある。
　　　　　　原告は，船舶・海洋研究推進室長に就任した後，上記業務を遂行する
ため，長崎市文教町c番d号所在の船型試験場（以下「浦上地区」という。）並びに
同市深堀町e丁目f番地所在の研究所本館及び深堀水槽（以下「深堀地区」とい
う。）の３か所の就業場所を毎日移動しなくてはならなかったほか，船舶・海洋研
究推進室及び船舶・海洋試験課（以下，船舶・海洋研究推進室及び船舶・海洋試験
課を合わせて「船海部門」という場合がある。）の担当次長であったＥが研究所全
体の管理も兼務することになった結果，次長代行として船海部門の管理業務を一人
で遂行しなければならなかった。また，原告が船舶・海洋研究推進室長であった当
時は造船事業が低迷し，Ｚ研究所においても，船海部門の仕事の約７割を占めてい
た水槽試験が減少し，研究予算が不足する状態に陥っていたことから，原告は，研
究予算を確保するため，他の造船所に出向いて水槽試験の仕事を受注したり，研究
室全員を指導して研究伺書を取りまとめ，それを社内の研究開発計画審議会で提案
するなどしていた。さらに，原告は，氷海水槽を訪れる取引先や見学者のために多
くの時間を割かなければならず，特に，氷海水槽の見学案内については，原告自身
が氷海水槽の設計等の責任者であったため，他の室員に任せることができなかっ
た。なお，氷海水槽は常に保冷されているため，原告は，同水槽の見学案内によっ
て，寒冷の場所と常温の場所を頻繁に行き来しなければならなかった。加えて，原
告は，氷海関連研究の専門家として，Ｘの石油開発技術調査（以下「Ｘのプロジェ
クト」という。）及びＹの北極海航路開発（以下「Ｙのプロジェクト」という。）
の取りまとめをＺ研究所内で担当していたところ，特にＸのプロジェクトについて
は，平成５年から５か年で研究費総額１０億円を投じての大規模な開発研究であっ
たことから，Ｚ研究所の仕事量を確保するためにも極めて重要なものであった。こ
のほかにも，原告は，次長会等の各種社内会議への出席，試験研究計画の決裁，予
算編成，本社役員の事業所視察に関する準備等の管理業務や，氷海水槽での実験・
研究，長崎や下関で行われる船型研究会への出席，活魚用水槽等の特許の出願，ド
イツで開催された氷工学の国際シンポジウムでの研究発表等の研究業務にも従事し
ていた。
　　　　　　このように，船舶・海洋研究推進室長に就任してからの原告の業務
は，質的にも過重なものであった。

　　　ウ　寒冷曝露作業
　　　　　原告は，Ｚ研究所に入社してから間もなくして，氷海関連の研究を担当
するようになったところ，そのため，国内では，寒冷期に北海道に出張して流氷に
関する調査を行うなどし，海外においては，昭和６０年１１月から翌年４月までの
間，第２７次南極地域観測隊に同行して南極の氷を調査するなどしたほか，昭和５
４年８月から平成元年６月までの１０年間に氷海研究関係だけでも１４回，計３３
７日間の出張を行った。さらに，原告は，Ｚ研究所に氷海水槽設備が完成した昭和
６１年６月以降も，マイナス２０度にも達する同水槽や低温実験室の中で研究実験
を繰り返し，さらに，見学案内のため同水槽への出入りを繰り返していた。

    (3)　発症前６か月間の業務の過重性
　　　　原告は，約２年８か月に及ぶ過重な室長業務に従事して疲労を蓄積させた
ところ，発症直前６か月間には，以下のとおり，更に精神的，肉体的に過重な業務
に従事していた。

　　　ア　労働時間
　　　　　原告は，発症前６か月間において，合計１４９０時間２０分（うち時間
外・休日労働は５１７時間５０分）もの長時間労働を行った。

　　　イ　船型研究会への出席
　　　　　原告は，平成５年７月１２日及び翌１３日に船型研究会に出席した。船
型研究会はＡ社の本社などと合同で年２回行われる会議であり，船舶・海洋研究推
進室の事業量や予算を確保するためには，同研究会において成果や利益が見込まれ
る研究等を報告しなければならなかった。そのため，室長である原告は，同会議に
向けて十分な準備をするため，多大な時間と労力を費やさざるを得なかった。しか
も，同会議では，盛んにコストダウンが強調され，このことが原告に精神的な負担



をかけた。

　　　ウ　氷工学関係国際シンポジウムへの出席
　　　　　原告は，平成５年８月１５日から同月２２日までドイツで行われた氷工
学の国際シンポジウムに出席し，同会議において研究報告をするなどしたが，同会
議への出席は肉体的にも過重な業務であった。また，原告は，Ｚ研究所の氷海水槽
の稼働率を高めたり氷海関連の業務で実績を上げるため，同会議において，同水槽
のアピールに務めるとともに，氷海関連の技術と市場動向を調査しなければならな
かった。さらに，同会議へ出席したことにより，帰国後の原告の業務量が増加する
ことになった。

　　　エ　Ｘ及びＹのプロジェクトの本格化
　　　　　平成５年からＸ及びＹのプロジェクトが開始されたが，これらのプロジ
ェクトは，水槽試験が減少していたＺ研究所にとって，多額の研究費を確実に確保
することができ，氷海水槽の稼働率を高めるものとして，最重要の業務であった。
原告は，これらのプロジェクトにおいてＺ研究所の中心的役割を担い，大きな負担
を負っていた上，同年９月ころから各々の研究・打ち合わせ等が本格化し，更なる
精神的，肉体的負担を余儀なくされた。また，低温の氷海水槽や低温実験室内での
作業は，通常の作業に比べ疲労の度合いが著しいため，実験課作業員らは残業をせ
ずに所定の退社時間に帰るようにしていたが，原告は，所定の退社時間以降に実験
結果をまとめたり，次の実験計画を立てるなどの作業に従事しなければならず，こ
れらの業務は身体的にも原告を疲労させるものであった。

　　　オ　Ｆの退職
　　　　　前記のとおり，原告の船舶・海洋研究推進室長への昇格はいわゆる抜擢
人事であったため，原告は，その後の業務において人間関係に苦労し，過重な精神
的負荷を受けていた。その上，原告を船舶・海洋研究推進室長に推薦したＦが平成
５年９月末に退職したため，原告は，後ろ盾ともいうべき上司を失い，精神的に大
きなショックを受けるとともに，職場内において孤立無援の状況になっていた。こ
のような状況の中，原告は，直接の上司であるＥから，研究予算の確保や余剰人員
の削減を強く求められ，このことが強い精神的負担となっていた。なお，原告は，
平成５年年末から年始にかけて，Ｅと口論ともいえるやりとりをし，重い精神的負
荷を受けていた。
　　　　　また，ＦはＹのプロジェクトを担当していたところ，同人が退職したこ
とによって氷海関連の専門家が原告だけになったため，原告が，Ｙの研究委員会の
委員を務め，その責任者となった。

　　　カ　精神障害で協力会社に出向中の部下からの原職復帰の要望への対処
　　　　　原告は，船舶・海洋研究推進室長であった当時，精神障害が原因で協力
会社に出向していた部下からＺ研究所への原職復帰を再三，強力に要望され，その
対応に極めて苦慮していた。当時，Ｅから人員合理化を強く求められていたことも
あり，このことは原告に大きな精神的負荷を与えるものであった。

　　　キ　本社役員の事業所視察に向けた準備
　　　　　Ｚ研究所では，平成５年１２月上旬に本社役員による事業所視察が予定
されていたところ，これに備え，原告は，本社役員に報告する課題等を選定しなけ
ればならなかったほか，視察当日までに何度も会議やリハーサルが行われ，これら
のために相当の時間を費やしていた。

　　　ク　出張回数の増加
　　　　　平成５年９月ころからＸのプロジェクトが本格化したことにより，原告
の出張回数が増加し，特に，同年１１月中には４回，計７日間の出張があった。

　　　ケ　研究開発計画の策定及び人事考課
　　　　　原告は，翌年度のＺ研究所の予算を確定するため，平成５年１２月には
次年度の研究開発計画を策定しなければならなかった。原告は，厳しい造船不況の
中で前年度と同額の研究予算を確保するため，室員全員を指導して研究開発計画の
策定の推進にあたらせるとともに，策定された研究開発計画を最終検討するなどし



ていた。また，同年１２月には部下である室員の人事考課も行わなければならず，
かかる業務は，人事評価という性質上，原告に精神的負担を与えるものであった。

　　　コ　研究報告の取りまとめ作業等
　　　　　原告は，平成６年１月には，日常業務のほかに，Ｘ関連研究報告，氷海
関連社内研究報告，氷海関連社内研究・試験成績書，Ｙ報告書等の取りまとめや，
流れの可視化学会の投稿論文の執筆作業を行わなければならなかった。

　　　サ　研究業務の遅れ
　　　　　前記のとおり，原告は，船舶・海洋研究推進室長としての管理業務のほ
か，研究業務にも従事していたところ，多忙な管理業務に追われ，自己の担当する
研究報告に遅れが生じており，平成５年１月には，原告が担当する２つの研究の遅
れが１１か月と１７か月にも至っていた。

　　(4)　業務の過重性のまとめ
　　　　原告は，国内外における氷海関連の実験調査や氷海水槽での研究実験，見
学案内などにより，長期間継続して寒冷曝露された上，船舶・海洋研究推進室長に
就任後，年間３０００時間以上の長時間かつ過重な業務に従事したことによって疲
労を蓄積させたところ，発症直前約６か月間において，Ｆの退職により，上司・部
下との関係で孤立無援，四面楚歌ともいえる状況になり，このような状況の中，Ｘ
及びＹのプロジェクトの本格化，精神障害で協力会社へ出向中の部下の原職復帰の
要望への対処，本社役員の視察に向けた準備，人員合理化のための従業員に対する
退職勧告，上司であるＥからの非難などにより，肉体的，精神的に強度の負荷を受
けていた。

　　(5)　本件疾病の医学的機序
　　　　急性心筋梗塞は，冠動脈硬化性粥腫の破綻，その部分での血栓の形成とい
った経緯を経て，冠動脈の急性閉塞によって心筋の虚血状態から心筋壊死が起こる
という機序にて発症する。粥腫の破綻については，粥腫（アテローマ）を被うアテ
ローマキャップ（粥腫被膜）の菲薄化がその前段階の病変であると考えられている
ところ，業務による過重な負荷は，このアテローマキャップを菲薄化し，粥腫の破
綻を惹起せしめるものである。そして，ここにいう「業務による過重な負荷」に
は，長期間にわたる業務の過重負荷に由来する疲労の蓄積も含まれるところ，原告
は，長期間にわたって過重負荷を伴う業務に従事し，平成５年１１月１６日には狭
心症が発症していた。このような事情に照らせば，かかる過重な業務が本件疾病に
関与したことは明らかである。
　　　　また，冠動脈硬化性粥腫の破綻の要因としては，冠動脈の攣縮（スパズ
ム。一過性の血管収縮による狭窄ないし閉塞。）の存在が挙げられるが，この冠動
脈攣縮は，業務による過重負荷によって発生するほか，レイノー現象と関連を有す
るものである。原告は，長期間にわたり振動作業を伴う寒冷環境下での作業に従事
したほか，船舶・海洋研究推進室長に就任してから過重な業務を続け，その結果，
レイノー現象や狭心症が出現するに至っていた。このような事実に照らせば，原告
の冠動脈には冠動脈攣縮が発生していたと推認され，かかる冠動脈攣縮が本件疾病
に関与したと判断される。

　　(6)　本件疾病の業務起因性
　　　ア　長時間労働による身体的負荷
　　　　　厚生労働省労働基準局長は，「脳・心臓疾患の認定基準に関する専門検
討会」（以下「専門検討会」という。）が取りまとめた「専門検討会報告書」に基
づき，「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認定基
準について」（平成１３年１２月１２日付け基発第１０６３号。以下「新認定基
準」という。）を作成したが，同基準等に照らしても，原告の従事した業務が急性
心筋梗塞を発症する要因となり得る過重負荷を有することは明らかである。すなわ
ち，前記のとおり，原告の発症前６か月間の時間外労働時間数は少なくとも５１７
時間５０分であり，その１か月当たりの平均は８６時間１８分余であるところ，新
認定基準によれば，労働時間数だけをとりあげてみても業務と発症の関連性が強い
と認められるものである。また，原告の発症前３年間における１か月当たり時間外
労働時間数は１０４から１１１時間を超えていたところ，厚生労働省の「過重労働



による健康障害を防止するための事業者が講ずべき措置等」（厚生労働省労働基準
局長平成１４年２月１２日基発０２１２００１号添付）によっても，かかる恒常的
な長時間労働の持続が原告の冠動脈の血管病変を自然経過を超えて増悪させたこと
は明らかである。したがって，本件疾病は，業務に起因するものというべきであ
る。

      イ　業務における精神的ストレスの蓄積
　　　　　専門検討会報告書では，精神的ストレス，精神的緊張の脳・心疾患に対
する影響について，「疲労の蓄積という観点から配慮する必要がある」との認識が
示されているところ，前記のとおり，原告は，船舶・海洋研究推進室長としての重
い責任を背負いつつ，切迫した期限に負われながら３か所の就業場所を移動して業
務を遂行しなければならないという著しく多忙な状態に置かれていたほか，抜擢人
事で室長に就任したことによって人間関係で苦慮していたなどの事情があったので
あり，精神的に追いつめられて疲弊し，精神的ストレスが蓄積していたのである。
このことは，我慢強く弱音を吐かない性格の持ち主である原告が，平成５年の年末
から翌平成６年の年始にかけて，異常な怒り方をしたり，疲労困憊で元気がなかっ
たことによっても裏付けられている。したがって，このような継続的な精神的スト
レスが，原告の冠動脈に粥腫を形成，増悪せしめ，本件疾病を発症させたものと判
断されるのである。したがって，本件疾病は，精神的ストレスの蓄積という観点か
らみても，業務に起因するというべきである。

　　　ウ　寒冷曝露作業等
　　　　　専門検討会報告書によれば，出張の多い業務や寒冷曝露業務は，いずれ
も脳・心臓疾患発症の要因になり得るものとされているところ，前記のとおり，原
告が，平成５年８月にドイツに出張し，同年１１月には１０日間の間に４回も出張
しているなど，頻繁に出張業務に従事していること，氷海水槽での実験や見学案内
等によって，継続的に寒冷に曝露されていたことなどの事情に照らせば，原告の業
務と本件疾病との因果関係が肯定されるものである。　

　　　エ　原告の心筋梗塞発症直前のテニス練習の影響
　　　　　原告は本件疾病を発症する直前にテニスの講習を受講していたが，それ
が激しい運動を伴うものではなかったこと，発症当日が運動するのに快適な日であ
ったことなどの事情を考慮すれば，本件疾病が，その運動負荷によって惹起された
ものでないことは明白である。したがって，原告が行ったテニスの練習は，本件疾
病の主要な要因ではないというべきである。

　　　オ　原告の基礎疾患等
　　　　　原告のＢＭＩ値が普通体重を示すものであったこと，心電図の異常も発
生していなかったこと，原告が，糖尿病，膠原病，閉塞性血栓性動脈炎（バージャ
ー病），閉塞性動脈硬化症，動脈硬化症，動脈血栓症，動脈塞栓症等の基礎疾患を
有していなかったこと，発症直前約６か月間において，原告の総コレステロール
値，中性脂肪値及びＨＤＬコレステロール値が正常値を示していたこと，原告の血
圧値は，ときに中等高血圧（１６０～１７９／１００～１０９mmHg）に該当する場
合があったものの，正常血圧（＜１３０／＜８５mmHg）又は正常高値血圧（１３０
～１３９／８５～８９mmHg）と軽症高血圧（１４０～１５９／９０～９９mmHg）の
範囲で動揺していたのであって，重篤なものではなかったこと（なお，原告の長時
間労働等による精神的ストレスや長期にわたる持続的な寒冷曝露が原告の血圧を上
昇させて高血圧を増悪させたことに留意すべきである。），原告の家族歴と心筋梗
塞発症の関連を窺わせる具体的な事実を見出すことができないことなどの事情に照
らせば，原告が虚血性心疾患を発症しやすい健康状態にあったということはできな
い。

　　(7)　まとめ
　　　　以上のとおり，原告が本件疾病を発症し，それによって後遺症を残存した
ことは，原告が従事した過重な業務が原因であるから，本件疾病及び原告の後遺症
が「業務上の疾病及び後遺障害」に該当することは明らかである。

　２　被告の主張



　　(1)　業務起因性の法的判断の枠組み
　　　ア　業務起因性の意義
　　　　　当該労働者の死亡等の結果が業務上のものといえるためには，当該業務
と当該結果との間に条件関係があるだけでは足りず，両者の間に法的にみて労災補
償を認めるのを相当とする関係（相当因果関係）がなくてはならない。そして，労
災補償制度が危険責任に基づく無過失責任であることに照らせば，かかる相当因果
関係が肯定されるためには，当該結果が，当該業務に内在する危険が現実化したも
のであると認められることが必要である。

　　　イ　脳・心臓疾患における相当因果関係
　　　　　脳・心臓疾患は，その発症の基礎となる動脈硬化等による血管病変等
（動脈硬化等による血管病変又は動脈瘤，心筋変性等の基礎的病態）が加齢や一般
生活等における種々の要因によって長い年月の間に徐々に進行・増悪して発症に至
ることがほとんどであり，業務に特有の疾病ではなく，業務により発症するという
事態が頻発するものでもない。脳・心臓疾患の発症には複数の原因が競合している
のが通常であり，その結果発生への影響等も強弱様々である。したがって，脳・心
臓疾患の相当因果関係については，①当該業務に危険が内在していると認められる
こと（危険性の要件），②当該脳・心臓疾患が，当該業務に内在する危険の現実化
として発症したと認められること（現実化の要件）がその要件として必要である。

　　　　(ｱ)　危険性の要件
　　　　　　労災補償制度が，危険責任に基づく無過失責任補償であることに照ら
せば，業務の危険性は，当該業務の内容や性質に基づいて客観的に判断されるべき
であり，当該労働者と同程度の年齢・経験等を有し，基礎疾患を有しながら支障な
く遂行できる程度の健康状態にある者（平均的労働者）を基準として，当該業務に
よる負荷が，医学的経験則に照らし，脳・心臓疾患の発症の基礎となる血管病変等
をその自然経過を超えて著しく増悪させ得るものと客観的に認められるか否かによ
って決するのが相当である。

　　　　(ｲ)　現実化の要件　
　　　　　　前記のように，相当因果関係が認められるためには，当該業務に危険
が内在しているだけでは足りず，当該業務の「危険の現実化」として，脳・心臓疾
患が発症したことが必要であるところ，当該脳・心臓疾患が業務に内在する危険の
「現実化」したものといえるためには，当該労働者本人の事情を基礎として，当該
発症に対して，業務による危険性（過重性）が，その他の業務外の要因に比して相
対的に有力な原因となったと認められることが必要である。

　　(2)　認定基準
　　　ア　認定基準の改定
　　　　　厚生労働省においては，業務上と認定されるための具体的条件を過去の
症例，臨床，病理及び疫学等の医学的研究を基礎に取りまとめ，認定基準として通
達している。
　　　　　ところで，脳・心臓疾患に関する認定基準に関して，旧認定基準は，
脳・心臓疾患の発症に近接した時期における業務量・業務内容等を中心に業務の過
重性（危険性）を評価することとしていたが，近時，長期間にわたる慢性ないし急
性反復性の過重負荷，すなわち慢性の疲労や過度のストレスの評価，その評価期
間，業務の過重性の評価要因の具体化やリスクファクターの評価等が新たな検討課
題となったため，厚生労働省では専門検討会を設置し，脳・心臓疾患の認定にかか
る諸点についての検討を行った。そして，専門検討会は，平成１３年１１月，その
検討成果を専門検討会報告書に取りまとめ，厚生労働省労働基準局長は，これを踏
まえて，平成１３年１２月１２日付けで新認定基準を新たに作成し，各都道府県労
働局長宛に発出した。

　　　イ　専門検討会によって示された医学的知見
　　　　(ｱ)　専門検討会報告書によって示された医学的知見の信頼性
　　　　　　専門検討会報告書は，最新の医学的知見に基づき，どのような場合
に，脳・心臓疾患の発症が「業務に内在する危険の現実化」と認められるかについ
ての評価要因を検討したものであり，医学的に極めて信頼性の高い資料である。し



たがって，業務起因性の有無は，同報告書に示された最新の医学的知見に基づいて
判断されるべきである。
　　　　(ｲ)　専門検討会報告書が基礎としている疫学的調査と業務起因性の関係
　　　　　　専門検討会報告書が基礎としている疫学的調査と業務起因性との関係
は，次のとおり整理することができる。
　　　　　ａ　専門検討会報告書は，後記のとおり，脳・心臓疾患発症と有意な関
連性がある労働条件を具体的に明らかにしているが，同報告書において疫学的因果
関係すら肯定されなかった労働については，原則として業務起因性は認められな
い。
　　　　　ｂ　専門検討会報告書によれば，脳・心臓疾患発症に対する業務の相対
リスク及びオッズ比は，業務外の要因（以下「私的リスクファクター」という。）
のそれより概して低い。したがって，同報告書において脳・心臓疾患発症と有意な
関連性があるとされた労働条件を満たす業務に従事していた者についても，直ちに
個別的な業務起因性が肯定されるものではなく，それが肯定されるためには，当該
労働者が，脳・心臓疾患発症と疫学的因果関係を有する他因子に曝露されていたか
否かを調査・判断し，業務が発症に寄与した程度が私的リスクファクターの寄与の
程度よりも高いことが認められなければならない。

        (ｳ)　専門検討会報告書の内容
　　　　　　専門検討会報告書が示した脳・心臓疾患の業務起因性の判断枠組み
は，大要，以下のとおりである。
　　　　　ａ　基本的な考え方
　　　　　　　脳・心臓疾患は基本的に業務と無関係に発症する疾病であるが，時
として業務による明らかな過重負荷が加わった場合には，発症の基礎となる血管病
変等がその自然経過を超えて著しく増悪し，脳・心臓疾患を発症する場合がある。
　　　　　ｂ　業務の危険性
　　　　　　　発症に近接した時期の業務における明らかな過重負荷が，脳・心臓
疾患発症の直接的原因となり得るという旧認定基準の考え方は，現在の医学的知見
に照らしても是認できる。
　　　　　　　しかし，今後は，業務による明らかな過重負荷としては，脳・心臓
疾患の発症に近接した時期における過重負荷のほか，長期間にわたる業務による疲
労の蓄積も考慮すべきである。
　　　　　　　また，業務の過重性を評価するにあたっては，労働時間，勤務形
態，作業環境，精神的緊張の状態等を具体的かつ客観的に把握，検討し，総合的に
判断することが妥当である。
　　　　　ｃ　業務外の危険性
　　　　　　　リスクファクターを重複して有する者は発症のリスクが高いから，
労働者の健康状態を十分に把握し，基礎疾患等の程度や業務の過重性を十分に検討
し，これらと当該労働者に発症した脳・心臓疾患との関連性について総合的に判断
する必要がある。

　　　ウ　新認定基準の概要
　　　　(ｱ)　基本的な考え方
　　　　　　脳・心臓疾患は，その発症の基礎となる血管病変等が長い年月の生活
の営みの中で形成され，それが徐々に進行し，増悪するといった自然経過をたどり
発症する。
　　　　　　しかしながら，業務による明らかな過重負荷が加わることによって，
血管病変等がその自然経過を超えて著しく増悪し，脳・心臓疾患が発症する場合が
あり，そのような経過をたどり発症した脳・心臓疾患は，業務が相対的に有力な原
因であると判断し，業務に起因することの明らかな疾病として取り扱う。
　　　　　　その際，脳・心臓疾患の発症に影響を及ぼす業務による明らかな過重
負荷として，発症に近接した時期における負荷のほか，長期間にわたる疲労の蓄積
も考慮する。
　　　　　　また，業務の過重性の評価にあたっては，労働時間，勤務形態，作業
環境，精神的緊張の状態等を具体的かつ客観的に把握，検討し，総合的に判断する
必要がある。
　　　  (ｲ)　認定要件
　　　　　　次のａないしｃの業務による明らかな過重負荷を受けたことにより発



症した脳・心臓疾患は，労働基準法施行規則３５条別表第１の２第９号に該当する
疾病として取り扱う。
　　　　　ａ　発症直前から前日までの間において，発生状態を時間的及び場所的
に明確にし得る異常な出来事に遭遇したこと（異常な出来事）
　　　　　ｂ　発症に近接した時期において，特に過重な業務に就労したこと（短
期間の過重業務）
　　　　　ｃ　発症前の長期間にわたって，著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重
な業務に就労したこと（長期間の過重業務）
        (ｳ)　過重負担の考え方
　　　　　ａ　異常な出来事
　　　　　　(a)　異常な出来事
　　　　　　　　異常な出来事とは，具体的には次に掲げる出来事である。
　　　　　　　ⅰ　極度の緊張，興奮，恐怖，驚がく等の強度の精神的負荷を引き
起こす突発的又は予測困難な異常な事態
　　　　　　　ⅱ　緊急に強度の身体的負荷を強いられる突発的又は予測困難な異
常な事態
　　　　　　　ⅲ　急激で著しい作業環境の変化
　　　　　　(b)　評価期間
　　　　　　　　発症直前から前日までの間
　　　　　　(c)  過重負荷の有無の判断
　　　　　　　　遭遇した出来事が前記■に掲げる異常な出来事に該当するか否か
によって判断する。
　　　　　ｂ　短期間の過重業務
　　　　　　(a)　特に過重な業務
　　　　　　　　特に過重な業務とは，日常業務（通常の所定労働時間内の所定業
務内容をいう。）に比較して特に過重な身体的，精神的負荷を生じさせたと客観的
に認められる業務をいう。
　　　　　　(b)  評価期間
　　　　　　　　発症前おおむね１週間
　　　　　　(c)  過重負荷の有無の判断
　　　　　　　　特に過重な業務に就労したと認められるか否かについては，①発
症直前から前日までの間について，②発症直前から前日までの間の業務が特に過重
であると認められない場合には，発症前おおむね１週間以内について，業務量，業
務内容，作業環境等（具体的な負荷要因は，労働時間，業務の不規則性，拘束時間
の長さ，出張の多さ，交替制勤務・深夜勤務か否か，精神的緊張を伴うか否か，温
度環境，騒音，時差）を考慮し，同僚等にとっても，特に過重な身体的，精神的負
荷と認められるか否かという観点から，客観的かつ総合的に判断する。なお，ここ
でいう同僚等とは，当該労働者と同程度の年齢，経験等を有する健康な状態にある
者のほか，基礎疾患を有していたとしても日常業務を支障なく遂行できる者をい
う。
　　　　　ｃ　長期間の過重業務
　　　　　　(a)　疲労の蓄積の考え方
　　　　　　　　脳・心臓疾患の発症との関連性において，業務の過重性を判断す
るにあたっては，発症前の一定期間の就労実態等を考慮し，発症時における疲労の
蓄積がどの程度であったかという観点から判断する。
　　　　　　(b)  評価期間
　　　　　　　　発症前おおむね６か月間
　　　　　　(c)  過重負荷の有無の判断
　　　　　　　　著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重な業務に就労したと認めら
れるか否かについては，業務量，業務内容，作業環境等を考慮し，同僚等にとって
も，特に過重な身体的，精神的負荷と認められるか否かという観点から，客観的か
つ総合的に判断する。
　　　　　　　　業務の過重性の具体的な評価にあたっては，疲労の蓄積の観点か
ら，労働時間のほか，業務の不規則性，拘束時間の長さ，出張の多さ，交替制勤
務・深夜勤務か否か，精神的緊張を伴うか否か，作業環境（温度環境，騒音，時
差）の負荷要因について十分検討する。その際，疲労の蓄積をもたらす最も重要な
要因と考えられる労働時間に着目すると，その時間が長いほど，業務の過重性が増
すとことであり，具体的には，発症日を起点とした１か月単位の連続した期間をみ



て，
　　　　　　　ⅰ　発症前１か月間ないし６か月間にわたって，１か月当たりおお
むね４５時間を超える時間外労働が認められない場合は，業務と発症の関連性が弱
いが，おおむね４５時間を超えて時間外労働時間が長くなるほど，業務と発症の関
連性が徐々に強まると評価できること
　　　　　　　ⅱ　発症前１か月間におおむね１００時間又は発症前２か月間ない
し６か月間にわたって１か月当たりおおむね８０時間を超える時間外労働が認めら
れる場合には，業務との関連性が強いと評価できること
　　　　　　　を踏まえて判断する。
　　　　　　　　ここでいう時間外労働時間数とは，１週間当たり４０時間を超え
て労働した時間数である。また，休日のない連続勤務が長く続くほど業務と発症の
関連性を強めるものであり，逆に，休日が十分に確保されている場合は，疲労は回
復ないし回復傾向を示すものである。
　      (ｴ)　新認定基準は，業務の危険性（過重性）の要件に関する事項のみを定
　　　　　めたものであるから，同基準に基づいて業務の危険性（過重性）が認め
られる場合であっても，業務外の要因が主たる原因となって発症したと認められる
場合，つまり，現実化の要件が認められない場合には，業務起因性は否定されるも
のである。
　　(3)　本件処分の適法性
　　　ア　「異常な出来事」及び「短期間の過重負荷」
　　　　(ｱ)　原告が本件疾病を発症した平成６年１月８日は所定休日であり，原告
　　　　　は，その当日に何らの勤務もしていない。また，発症前日には，原告は
約３時間の時間外労働を行っていたと推測されるが，これ自体は特に過重な業務と
評価されるものではなく，その他業務上の異常な出来事は生じていない。したがっ
て，原告に「異常な出来事」があったと認めることはできない。
　　　　(ｲ)　原告の発症前１週間の労働日数は，年末年始の長期休暇の直後である
ことから，仕事始めの平成６年１月６日及び翌７日の２日間だけであり，その総労
働時間数は多く見積もっても２０時間にすぎないことから，「短期間の過重負荷」
を認めることはできない。
　　　イ　「長期間の過重負荷」　
        (ｱ)　原告の労働時間
　　　　　　原告の労働時間は別表２「労働時間に係る主張の比較」の被告欄のと
おりであるが，これをまとめると下記のとおりとなる。
　　　　　ａ　発症前１か月間（平成５年１２月１０日から平成６年１月８日）
　　　　　　　発症前１か月間における原告の総労働時間数は１４４．５０時間で
あり，そのうち時間外労働時間数は１６．５０時間にすぎない。
　　　　　ｂ　発症前２か月間（平成５年１１月１０日から平成６年１月８日）
　　　　　　　発症前２か月（平成５年１１月１０日から同年１２月９日）におけ
る原告の総労働時間数は２０９．００時間であり，そのうち時間外労働時間数は４
３．００時間であるから，発症前２か月間における原告の時間外労働時間数の平均
は，１か月当たり２９．７５時間である。
　　　　　ｃ　発症前３か月間（平成５年１０月１１日から平成６年１月８日）
　　　　　　　発症前３か月（平成５年１０月１１日から同年１１月９日）におけ
る原告の総労働時間数は２１８．００時間であり，そのうち時間外労働時間数は４
７．００時間であるから，発症前３か月間における原告の時間外労働時間数の平均
は，１か月当たり３５．５０時間である。
　　　　　ｄ　発症前４か月間（平成５年９月１１日から平成６年１月８日）
　　　　　　　発症前４か月（平成５年９月１１日から同年１０月１０日）におけ
る原告の総労働時間数は１８６．５０時間であり，そのうち時間外労働時間数は２
６．５０時間であるから，発症前４か月間における原告の時間外労働時間数の平均
は，１か月当たり３３．２５時間である。
　　　　　ｅ　発症前５か月間（平成５年８月１２日から平成６年１月８日）
　　　　　　　発症前５か月（平成５年８月１２日から同年９月１０日）における
原告の総労働時間数は１９７．００時間であり，そのうち時間外労働時間数は３
５．００時間であるから，発症前５か月間における原告の時間外労働時間数の平均
は，１か月当たり３３．６０時間である。
　　　　　ｆ　発症前６か月間（平成５年７月１３日から平成６年１月８日）
　　　　　　　発症前６か月（平成５年７月１３日から同年８月１１日）における



原告の総労働時間数は１５５．００時間であり，そのうち時間外労働時間数は１
８．００時間であるから，発症前５か月間における原告の時間外労働時間数の平均
は，１か月当たり３１．００時間である。
        (ｲ)　勤務の不規則性
　　　　　　原告は，出張時以外は決まった場所で就労しており，始業・終業時刻
もほぼ一定であった。したがって，原告の業務が「不規則な勤務」に該当しないこ
とは明らかである。
　　　　(ｳ)　拘束時間の長さ
　　　　　　原告には１日１時間の休憩時間が与えられていた。したがって，原告
の業務は「拘束時間の長い勤務」に該当しない。
　　　　(ｴ)　出張の多さ
　　　　　　原告は，東京を中心に国内出張があったが，発症前６か月間のうち，
最も出張が多い月でも計５回・８日間程度であり，適宜休暇や有給休暇を挟んでお
り，帰宅なしの連続出張は最長３日間にすぎなかった。したがって，原告が殊更出
張の多い業務に就いていたとは認められない。
　　　　　　また，海外出張については，発症前６か月間のうち，平成５年８月に
１度だけ，８日間のドイツ出張があったが，往復の飛行機はビジネスクラスを利用
し，その内容も，全プログラムに出席しても１日６時間にしかならない実質３日半
の国際会議であり，負担と評価し得る原告自身の研究発表も，１時間３０分の中で
発表された４つのうち１つだけであった上，日程をみても，国内移動日１日を除く
と７日間というゆとりのあるものであった。したがって，これをもって特に過重な
負荷と認めることはできない。
　　　　(ｵ)　交替制勤務，深夜勤務
　　　　　　いずれも原告には該当しない。
　　　　(ｶ)　作業環境（温度環境，騒音，時差）
　　　　　　原告の主たる勤務場所は，冷暖房完備の浦上地区及び深堀地区におけ
る事務所内である。
　　　　　　温度環境に関しては，原告が見学者案内等のために氷海水槽内に出入
りしていたことが認められるものの，その回数は，発症前６か月間に２６回であ
り，最も多い平成５年１０月及び同年１１月においても７回程度であって，その大
半が１日１回（１５分から３０分程度）と短時間であったほか，所定の防寒具を着
用していたものである。なお，氷海水槽の見学案内は，冷暖房が完備された室温プ
ラス２５ないし２６度の制御室と，プラス２ないし４度の氷海水槽内を案内するも
のであり，マイナス２０度といった低温状態の水槽内に見学者を案内することはな
かった。
　　　　　　時差に関して，原告は平成５年８月にドイツに出張しているが，発症
前６か月間における海外出張はこれのみであり，その日程が合計８日間とゆとりの
あるものであったことからすれば，時差による負荷は，さほど大きなものと評価す
ることはできない。
　      (ｷ)　精神的緊張を伴う業務
　　　　　　原告は，①自己の担当する研究の遅れ，②船型研究会における報告，
予算の確保等，③海外出張及び研究発表，④Ｙ及びＸのプロジェクト会議の出席
（出張），⑤室長就任に伴う入社年次の早い室員等の管理及びＦの退職，⑥本社役
員による事業所視察及び見学会の準備，⑦研究予算の獲得，⑧人事考課，⑨直属の
上司であるＥとの口論を指摘して，原告の業務が精神的緊張を伴うものであったと
主張する。しかし，原告が精神的緊張を伴う業務として主張するものの大半は，原
告と同様の地位にあるものであれば，どこの企業でも通常みられる業務であって，
原告の業務による精神的負荷の程度が特に著しいと認めることはできない。
      ウ　業務の過重性の総合評価
　　　　　以上のとおり，原告について「異常な出来事」及び「短期間の過重業
務」は全く認められない。
　　　　　また，「長期間の過重業務」についても，原告の労働時間は，発症前３
か月平均の時間外労働時間の３５．５時間が最大であるところ，この数値は，専門
検討会報告書及び新認定基準における「４５時間を超える時間外労働時間が認めら
れない場合には業務と発症の関連性が弱い」旨の「基準値」を１０時間も下回るも
のである。加えて，休日が十分確保されている場合には，疲労は回復ないし回復傾
向を示すものであるとされているところ，原告は，発症３日前まで年末年始の８連
休を取っていたもので，休日が十分確保されていたのであるから，原告の業務と発



症との関連性を認めることはできない。
　　　　　さらに，業務に伴う精神的緊張等，他の要素をみても，原告の業務が特
に過重であると認められるものがないことは明らかである。
      エ　原告の基礎疾患等
　　　　(ｱ)　原告は，特に虚血性心疾患の発症率が高いとされている高脂血症をは
　　　　　じめ，発症と強い関係があるとされている高血圧，糖尿病，そのほかに
も家族歴（遺伝）や高尿酸血症など，専門検討会報告書で挙げられている私的リス
クファクターの大半を有し，極めて虚血性心疾患を発症しやすい健康状態にあった
にもかかわらず，これらの私的リスクファクターを放置して治療を受けず，医師の
治療を受けるようになってからも適切な療養を行わなかったものである。
　　　　(ｲ)　発症に至るまでの原告の健康状態は，発症後の原告の健康状態によっ
ても裏付けられている。すなわち，平成６年１月８日，発症後にＣ病院で入院時に
行われた検査の結果，原告は，「グルコース（血糖）４０１mg/dl」であり，「糖尿
病」と診断されている。また，同日行われた検査の結果，原告は「尿酸１２．７
mg/dl」であり，「高尿酸血症」についても診断されている。さらに，同日行われた
検査の結果，コレステロール値についても「総コレステロール２０８mg/dl」であっ
て，原告が糖尿病を有していることから，この点も要治療範囲である。
　　　　(ｳ)　以上のとおり，原告は，虚血性心疾患発症に関する私的リスクファク
ターの大半を有し，極めて虚血性心疾患を発症しやすい状態にあったにもかかわら
ず，有効な治療を行わないまま，誤った自己管理による運動や食事療法を行い，基
礎疾患が自然経過によって増悪した結果，私的な寒冷期のテニスの講習による負荷
が引き金となって発症に至ったものと考えられ，業務との関連性は全く認められな
い。
　　　オ　レイノー病又はレイノー症候群と心筋梗塞との関連性
　　　　　原告の主張は，一次性レイノー現象（レイノー病）と二次性レイノー現
象（レイノー症候群）ないしこれに含まれる外傷性レイノー現象を混同するもので
あって，その点で失当であるが，それだけでなく，原告の場合，その発症の経緯か
らみても，寒冷曝露が一次性・二次性レイノー現象を引き起こす一次的原因になっ
たとは認められないのであるから，原告の主張は失当である。　
第４　当裁判所の判断
　１　後記各証拠及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実を認めることができる。
　　(1)　Ｚ研究所の組織体制等
　　　　原告が船舶・海洋研究推進室長に就任した当時のＺ研究所の組織体制等
は，次のとおりである（甲１１０，乙１６，Ｇ）。
　　　ア　組織体制及び職制
　　　　　Ｚ研究所は，基礎部門，開発部門，機械部門及び船海部門の４つの研究
部門と管理課で構成され，各部門にはおおむね研究室と実験課（船海部門は試験
課）がある。他の部門には複数の研究室があるが，船海部門の研究室は船舶・海洋
研究推進室のみであった。平成６年１月１日現在のＺ研究所の職員数は４５４名
で，そのうち船舶・海洋研究推進室の職員数は１８名であった。
　　　　　研究所の職制としては，研究所長が１名，その下には各部門ごとに次長
が１名，更にその下には研究室長と実験課長（船海部門では試験課長，管理課では
課長）が置かれている。なお，原告が船舶・海洋研究推進室長であった当時は，Ｅ
が船海部門担当次長であった。
　　　イ　等級と職位
　　　　　Ｚ研究所では，管理職及び特別専門職の等級と職位について，以下のよ
うに定められている。
　　　　　等　級　　管理職位　　　　　特別専門職位
        　　５      所長　　　　　　　技師長
            ４      次長，室長　　　　主管
            ３      次長，室長　　　　主査
　　　　　　２      室長，課長　　　　主務
　　　　　　１　　　係長　　　　　　　主任　
　　(2)　原告の業務内容
　　　ア　室長就任前の業務
　　　　(ｱ)　氷海関連の研究及び氷海水槽設備の建設等
　　　　　　原告の職歴は前記争いのない事実等で認定したとおりであるが，Ｚ研
究所では，昭和４９年に発生した第４次中東戦争に端を発したオイルショックによ



って造船事業が不況に陥り，そのため，北極海など氷海域での石油・天然ガス等の
資源開発とその輸送が大きなテーマとして採りあげられ，氷海技術の習得と発展に
重点を置いて取り組むこととなった。その結果，原告も昭和５３年ころから氷海や
砕氷船の研究に携わるようになった（甲４，１８）。
　　　　　　原告は，氷海の研究のため，昭和５６年２月及び昭和５７年２月に
は，北海道野付郡別海町尾岱沼港等に２週間ほど出張し，同港に張った海氷の一部
を採取するなどして調査研究を行ったほか，昭和６０年１１月１４日から翌年４月
２０日までの１５８日間南極地域観測隊に同行し，南極の海氷等の調査研究を行っ
た。その際，原告は，海氷から試験片を作成するに当たり，ガイドレール付き電動
チェーンソーや電動小型チェーンソーを使用した（甲１８，１９，６８ないし７
２，７４，Ｆ）。
　　　　　　また，Ｚ研究所では，昭和６１年６月，マイナス３０度まで温度制御
可能な大型低温研究室や氷海水槽などで構成される氷海実験設備が建設されたが，
これに先立ち，原告は，昭和５４年から昭和６０年にかけて，諸外国の氷海水槽等
を訪問し，調査研究を行うなどした（甲２０，２１，７３，９５ないし９８，１０
０ないし１０２，Ｈ，Ｆ）。
        (ｲ)　氷海水槽建設後における原告の業務
　　　　　　原告は，氷海水槽の完成後，その研究責任者として氷海水槽の指揮，
運営を行うとともに，氷海水槽を利用しての実験，研究に精力的に取り組んでい
た。氷海水槽で製氷する際には，作業員が霜の除去作業のために，マイナス２１度
まで室温が下げられた水槽内に立ち入ることがあったほか，偏光顕微鏡写真を撮影
する際などにも，マイナス２０度の環境で作業をしなければならないことがあった
が，Ｚ研究所では氷海水槽へ立ち入る際の安全管理要領が定めらており，原告も同
要領に従っていた。そして，このような室温環境での原告の作業時間は，１週間当
たり１時間から２時間程度であった。また，氷海水槽での実験の実作業は船舶・海
洋試験課に所属するＨらが主体となって行い，原告は，主に実験データの検討等を
行っていた（甲２，４，８０ないし９０，乙１７，２５，５５，Ｈ）。
　　　　　　また，原告は，氷海水槽の見学者の案内を務めていたが，その際に
は，プラス２度ないし４度に保冷された氷海水槽に，５分から１０分ほど立ち入っ
た。なお，原告が担当した氷海水槽の見学案内の回数は，平成３年が６４回，平成
４年が１１４回，平成５年が７５回である（甲２４，２７，乙１４の③，２４，６
２）。
　　　イ　室長就任後の業務
　　　　(ｱ)　室長業務の概要
　　　　　　船舶・海洋研究推進室長の担当業務は，以下のとおりである（甲３な
いし５，７，８の①及び②，１７，２２，２４，２５，２７，２８，３１の①ない
し⑧，３２の①ないし⑤，３４ないし３７，１１１，乙１８，１９，２４，Ｇ，
Ｆ）。
　　　　　ⅰ　研究業務（船舶海洋関連機種の開発に関する研究・技術支援，各種
の水槽試験・理論計算の計画及び実施・管理，船舶海洋関連流体力学の基礎技術の
育成等）の統括管理
　　　　　ⅱ　室業務状況の次長への報告と協議
　　　　　ⅲ　研究室人事，勤労，安全衛生の管理
　　　　　ⅳ　週報作成，室課長会への出席
　　　　　ⅴ　見学者案内，客先対応，次長特命事項
　　　　　ⅵ　研究の立案，実行，予算管理
　　　　　ⅶ　船海部門の作業量確保，調整
　　　　　ⅷ　社外の各種委員会対応
　　　　(ｲ)　研究業務
　　　　　　原告は，室長に就任した後も研究業務に携わり，また，平成５年９月
にはＸ関連の研究等も担当するようになった。もっとも，マイナス２０度の室温環
境下における原告の作業時間は，室長就任前に比べると減少していた（甲２９，９
１ないし９４，Ｈ）。
　　　　(ｳ)　その他の業務
　　　　　　船舶・海洋研究推進室の担当次長はＥであったが，同人が管理課の次
長も兼任し，多忙であったため，原告は，船海部門の実質的な取りまとめ役になる
とともに，次長の業務の一部を代行していた（甲２，５，乙１６，Ｇ，Ｅ）。
　　(4)　Ｚ研究所における勤務体制



　　　ア　勤務時間
　　　　　Ｚ研究所では，勤務時間について下記のとおりフレックスタイム制を採
用し，１日８時間勤務と決められていた（甲２，１１０，乙１３の③，１４の
③）。
　　　　(ｱ)　浦上地区
　　　　　　　コアタイム　　　　　　午前１０時から正午まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後１時から午後３時まで
　　　　　　　フレキシブルタイム　　午後６時３０分から午後１０時まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後３時から午後６時まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後６時３０分から午後９時３０分まで
　　　　　　　休憩時間　　　　　　　正午から午後１時まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後６時から午後６時３０分まで
　　　　(ｲ)　深堀地区
          　  コアタイム　　　　　　午前１０時から正午まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後１時から午後３時１０分まで
　　　　　　　フレキシブルタイム　　午後６時４０分から午後１０時１０分まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後３時から午後６時１０分まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後６時４０分から午後９時４０分まで
　　　　　　　休憩時間　　　　　　　正午から午後１時まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後６時１０分から午後６時４０分まで
      イ　休日
　　　　　休日は，日曜日，土曜日，国民の祝日，日曜日に当たる国民の祝日の翌
日，メーデー，夏期休暇１日，年末年始（１２月３０日から１月４日），５月４
日，１２月２９日，特別休暇（１月４日が日曜日又は土曜日に重なった年に限
る。）と定められていた（乙１３の③，１４の③，２１）。
　　(5)　室症就任後における原告の職場環境等
　　　ア　Ｚ研究所内での人間関係
　　　　　原告は，管理職２級で室長に就任したことから，自己と同格の主務（特
別専門職２級）や上位の主査（特別専門職３級）に対し，仕事の配分や予算獲得を
指示しなければならなかった。また，平成５年９月，原告を船舶・海洋研究推進室
長に推薦したＦが退職した（甲１１０，乙６２，Ｇ，Ｆ）。
　　　イ　資金不足等
　　　　　Ｚ研究所では，各部門が社内外から研究や実験の依頼を獲得し，それぞ
れ自己の予算を確保するといった独立採算制に近い運営がなされているところ，船
海部門においては，国際的な石油価格の低落により氷海域の開発が停滞していた結
果，氷海水槽の低稼働状態が続き，同水槽の償却費の確保が重要な課題となってい
た。そして，このような造船事業の低迷により，船海部門では研究予算が１３億円
必要なところ平成５年度には約１億円が不足していた。そのため，船海部門では仕
事量及び研究費等の資金の確保が最重要課題となり，室長である原告は，他の造船
所に出向いて水槽試験の仕事の受注のための活動をしたり，本社から研究費を確保
するなどの一層の努力を迫られていた（甲２，４，５，７，１１０，１１１，Ｇ，
Ｆ）。
　　　ウ　研究業務の遅れ
　　　　　原告が担当していた２つの氷海関連研究は，平成５年１月の時点で１１
か月と１７か月の遅れが生じていた（甲３３）。
　　(6)　原告の勤務状況
　　　ア　室長就任後の勤務状況
　　　　(ｱ)　就業場所等
　　　　　　原告は，自己の業務を遂行する上で，船舶・海洋研究推進室の所在す
る深堀地区の本館３階及び本館に隣接する耐航性能水槽並びに深堀地区に所在する
船型試験場の３か所の机で就業する必要があったため，基本的に毎日この３か所を
巡回していた。また，原告は，１週間のうち３日程度は自宅から浦上地区に出勤
し，それ以外の日は深堀地区に直行していた。さらに，原告は，深堀地区から帰宅
する際には，ほとんどの場合，浦上地区に立ち寄ってから帰宅していた。なお，深
堀地区と浦上地区における原告の就業時間の割合は，おおむね７対３であった（甲
２，１１０，乙１５，Ｇ，Ｉ）。
　　　　(ｲ)　勤務時間等
　　　　　　原告の勤務時間等を的確に把握する資料は存在しないが，関係証拠



（甲１，２，１１０，乙１３の③，１４の③，２０，Ｇ，Ｉ，Ｅ）に照らし，おお
むね以下のとおりであったと認められる。
　　　　　ａ　出退勤時刻等
　　　　　　　原告は，浦上地区に出社する場合には，午前７時４０分から始まる
ミーティングに間に合うように出勤していた。一方，深堀地区に直行する場合に
は，午前８時ころには始業していた。
　　　　　　　また，原告の退勤時刻は，同人の通常の帰宅時刻が午後９時前後で
あったことなどに照らし，午後８時３０分ないしこの時刻を少し過ぎたころであっ
たと推察される。なお，通常の場合，原告が自宅に仕事を持ち帰ることはあまりな
かったが，自宅で勤務評定や部下の研究論文の評価等を行うこともあった。
　　　　　ｂ　休憩時間
　　　　　　　原告は，正午から午後１時までの休憩時間を使って，浦上地区と深
堀地区とを移動することがあった。
　　　　　ｃ　休日
　　　　　　　原告は，一月当たり３回ほど土曜日に出社していた。また，日曜日
や祝祭日には，自宅で室員の研究論文を査読したり，出社して資料や文献の調査を
することもあった。。
　　　　(ｳ)　休暇取得状況
　　　　　　原告は，平成５年において，３月２９日，４月３０日，７月２７日，
７月２８日，８月２日，８月３日，８月１０日，８月１３日，８月３１日，９月３
日，９月１０日，９月１８日，１１月２２日，１１月２７日及び１１月２９日に全
休を，３月２２日，５月１１日，５月２５日，６月８日，６月１６日及び７月２０
日に半日休（午前休）を取得した（乙２３）。もっとも，証拠（甲２８，２９，４
０の②，４２，乙２２，２４，Ｅ）によれば，原告は，これらのうち，少なくとも
４月３０日，８月３１日，９月３日，９月１０日，１１月２２日，１１月２７日，
１１月２９日には出勤していたと認められる。
　　　　(ｴ)　出張
　　　　　　原告には，東京を中心として月２回程度の国内出張があった。また，
平成５年８月１５日から同月２２日には，ドイツで開催された国際シンポジウムに
出席するため，国外出張を行った。なお，原告の発症直近の出張の回数等は後記(5)
カのとおりである（甲５，９，４６）。
　　　イ　発症日の勤務状況
　　　　　原告が本件疾病を発症した日は所定休日の土曜日であり，原告は，午前
１１時ころに自宅からＢテニスクラブに向かい，午前１１時１５分ころからテニス
の講習の受講を開始している。したがって，原告は，発症日には業務に従事してい
なかったと認められる（甲１，乙５の①，Ｉ）。
　　　ウ　発症前日（平成６年１月７日）の勤務状況
　　　　　原告の勤務時間等を特定するための的確な証拠はないが，普段と変わら
ない勤務状況であったと推察される（甲１，Ｉ）。
　　　エ　発症前１０日間（平成５年１２月２９日から平成６年１月７日まで）の
勤務状況
　　　　　Ｚ研究所では，平成５年１２月２９日から平成６年１月５日まで年末年
始の所定休日であったところ，その間，原告は，自宅で依頼原稿を執筆するなど
し，普段の日曜日と変わらない生活を送っていた。なお，原告は，平成６年１月４
日，会社関係の新年会に出席するため，午後４時ころから午後７時ころまで外出し
た（甲１，Ｉ）。
　　　　　平成６年１月６日は仕事始めの日であり，原告は，午後６時ころには業
務を終わらせ，その後は午後８時ころまで宴会に出席した（甲１）。
　　　オ　平成５年１２月の勤務状況
　　　　(ｱ)　業務内容
　　　　　　関係証拠（甲５，３６，３７，４０の①，４１の⑤，１１０，１１
１，乙１８，１９の①，２０，Ｇ，Ｆ）によると，以下の事実が認められる。
　　　　　　Ｚ研究所では，例年１２月ころ，本社役員等による視察があり，Ｚ研
究所の職員は，多くの時間を割いてその準備をし，室長である原告は，Ｅ次長とと
もに船海部門の視察に関する取りまとめ等を行った。また，同時期は，当期の研究
成果や作業量を予測して年間収支報告としてまとめ，年度末の決算に備えるととも
に，次年度の研究予算を獲得するため，研究室としての次期の研究開発計画を策定
しなければならず，研究室員にとって，１年の中でも多忙な時期であった。



　　　　　　平成５年１２月における原告の業務内容をみると，平成５年において
も１２月７日及び同月１０日に本社役員らによる事業所視察及び事業所幹部による
見学会が催されたほか，原告は，船舶・海洋研究推進室の研究費を確保するため，
室員全員を指導して企画推進を行うとともに，実験研究に必要な人員や時間数を取
りまとめ，年間スケジュール等を作成するなどしていたと推察される。また，原告
の受け持つ氷海関連の研究の取りまとめ期限が迫っていたため，原告は，併せてこ
の作業も行っていた。さらに，同年１２月には，原告が取りまとめを担当するＸ及
びＹのプロジェクトに関し，Ａ社との間で研究開発委託契約等が締結されている。
        (ｲ)　出張
　　　　　　原告は，平成５年１２月８日及び同月１５日に日帰りで東京に出張し
た（乙２２）。
　　　カ　発症前６か月の勤務状況
　　　　(ｱ)　業務内容
　　　　　　原告の発症前６か月の業務は，前記１(2)イで認定した日常的な室長業
務や研究業務のほか，以下のようなものであったと認められる（甲９，３９ないし
４１，４６，４７，１１１，乙６２，Ｆ，Ｅ）。
　　　　　　平成５年７月１２日及び翌１３日に山口県下関市で船型研究会が行わ
れた。船型研究会とは，Ａ社内において研究開発計画等を決めることを目的とした
会議であり，船海部門が社内関連事業所から研究予算を獲得する上で最も重要なも
のであった。そのため，原告は，十分に準備をして同研究会に臨まなくてはなら
ず，同年６月ころから，現在進められている研究の進捗状況等をまとめるなどして
いた。
　　　　　　また，原告は，夏ころから本社役員らによる事業所視察等の準備を進
めるとともに，秋ころからは次年度における研究スケジュールを策定するための準
備を進めていた。
　　　　　　そのほか，原告は，同年８月にドイツで開催された氷工学関係の国際
シンポジウム（ＰＯＡＣ９３）において研究報告を行うための準備や，Ｘ及びＹの
プロジェクトにおいて同業他社との主導権争いに勝つため，精力的な活動を行って
いた。
　　　　(ｲ)　出張
　　　　　　証拠（甲９，４６）によれば，原告の平成５年７月から同年１１月ま
での出張状況は以下のとおりであったと認められる。
　　　　　ａ　平成５年７月
　　　　　　　　７月７日（水）から同月９日（金）　　　　札幌市
　　　　　　　　７月１１日（日）から同月１３日（火）　　山口県下関市
　　　　　　　　７月２９日（木）及び同月３０日（金）　　山口県下関市
　　　　　ｂ　平成５年８月
　　　　　　　　８月１５日（日）から同月２２日（日）　　ドイツ
　　　　　ｃ　平成５年９月
　　　　　　　　９月８日（水）　　　　　　　　　　　　　東京
　　　　　　　　９月２９日（水）及び同月３０日（木）　　東京
　　　　　ｄ　平成５年１０月
　　　　　　　　１０月４日（月）　　　　　　　　　　　　東京
　　　　　　　　１０月７日（木）　　　　　　　　　　　　東京
　　　　　ｅ　平成５年１１月
　　　　　　　　１１月１１日（木）及び同月１２日（金）　東京　　　　　　　
　１１月１５日（月）及び同月１６日（火）　東京
　　　　　　　　１１月１７日（火）　　　　　　　　　　　香川県丸亀市
　　　　　　　　なお，原告は，同月１６日に東京から戻った後，その日のうちに
広島の実家に向かい，翌１７日に同所から出張先に向かった（甲１１２）。
　　　　　　　　１１月１９日（金）及び同月２０日（土）　　東京
　　(7)　原告の健康状態
　　　ア　血圧
　　　　　原告は，若いころから血圧が高く，１８歳か１９歳のころには降圧剤に
よる治療を受けた経験があった。証拠から認められる原告の血圧の測定結果は，別
表３のとおりである。なお，同別表中の血圧の分類は，日本高血圧学会高血圧治療
ガイドラインの基準による（甲１，１０，乙２５，２６の①及び②，２８）。
　　　　　分　　　　類　　収縮期血圧（mmHg）　　　　拡張期血圧（mmHg）



　　　　　正常血圧    １３０未満　　　　　　　　８５未満
　　　　　正常高値血圧　　１３０～１３９　　　　　　８５～８９
　　　　　軽症高血圧　　１４０～１５９　　　　　　９０～９９
　　　　　中等症高血圧　　１６０～１７９　　　　　　１００～１０９
　　　　　重症高血圧　　１８０以上　　　　　　　　１１０以上
　　　イ　肥満
　　　　　日本肥満学会による肥満の判定基準によれば，肥満の基準は，ＢＭＩ
（体格指数＝体重（kg）÷身長（ｍ）÷身長（ｍ））をもとに判定するとされてお
り，ＢＭＩが１８．５以上２５未満である場合を普通体重とし，ＢＭＩ２５以上を
肥満としている（ＷＨＯの基準ではＢＭＩ３０以上を肥満としている。）。なお，
標準体重は，最も疾病が少ないＢＭＩ２２を基準として，身長（ｍ）の二乗に２２
を乗じて計算された値とされている（乙６７）。
　　　　　証拠（甲１０，乙２５，乙２６の①及び②）によれば，原告の身長は約
１６７センチメートルであるところ，同人の昭和４８年から平成５年までの体重
は，６２キログラムから６９キログラムで推移しており（直近である平成５年１１
月時点での体重は６８．４キログラム），一貫して普通体重であった（なお，乙２
５においては，昭和６３年９月５日時点の原告の体重が７３．９キログラムである
と記載されているが，原告の身長が１７５．５センチメートルと記載されているこ
とに照らし，明らかな誤記であると考えられる。）。
　　　ウ　高脂血症
　　　　　高脂血症とは，血中リポたんぱくの分泌亢進・処理障害により血中脂質
が異常に増加する状態をいい，高コレステロール血症，高ＬＤＬコレステロール血
症，低ＨＤＬコレステロール血症，高トリグリセリド血症の総称である。日本動脈
硬化学会の２００２年版動脈硬化性疾患診療ガイドラインによれば，これらの診断
基準は，高コレステロール血症については総コレステロールが２２０mg/dl以上，高
ＬＤＬコレステロール血症についてはＬＤＬコレステロールが１４０mg/dl以上，低
ＨＤＬコレステロール血症についてはＨＤＬコレステロールが４０mg/dl未満，高ト
リグリセリド血症についてはトリグリセリドが１５０mg/dl以上である（甲１２４，
乙３０，５０）。
　　　　　原告は，平成元年８月ころから，総コレステロール値が２２０mg/dl以上
を示す傾向にあり，平成３年１２月１７日に高脂血症の診断を受けた。その後，ト
リグリセリドについては，平成５年５月１２日に１６５mg/dlという測定値が記録さ
れ，総コレステロール値については，平成４年７月２２日に２３０mg/dl，平成５年
５月１２日には２５０mg/dlという測定値が記録されているが，その他の検査ではい
ずれも基準値を下回っていた（乙７，２５）。
　　　エ　高尿酸血症
　　　　　高尿酸血症とは，体内に尿酸が過剰にたまる状態をいい，男性の血清尿
酸基準値は４．０mg/dlから７．０mg/dlとされ，７．０mg/dl以上を臨床的に高尿酸
血症と判断するとされている（乙３０，６５）。
　　　　　原告の入社以降の尿酸値は，平成４年３月２５日の測定値（６．８
mg/dl）を除いて，いずれも７．０mg/dl以上であり，平成３年１２月１７日には高
尿酸血症と診断さた（甲１０，１１３，乙７，２５，２６の①及び②，６５）。
　　　オ　糖尿病
　　　　　糖尿病とは，血液中の糖（ブドウ糖）濃度が高い状態になりやすい身体
的特質をいう。
　　　　　日本糖尿病学会の「糖尿病治療ガイド２００２－２００３」での指標と
評価（空腹時血糖１００未満が優，１００から１１９が良，１２０から１３９が
可，１４０以上が不可）によれば，原告の平成元年８月から平成５年１１月までの
間の血糖検査の結果はいずれも正常値であり，原告が糖尿病に罹患していたとは認
められない（甲１０，１１３，乙２５，６５）。
　　　カ　その他
　　　　　関係証拠（甲１０，１４の①及び②，乙２５）によれば，原告が自覚し
ていた症状について，以下の事実が認められる。
　　　　(ｱ)　体調の不良
　　　　　　原告は，遅くとも平成３年１２月ころには慢性的な体調不良を覚えて
いた。また，原告は，平成４年２月には全身倦怠感，頭痛，目の痛み等の症状を自
覚し，平成５年５月にも，Ｊ病院の診察において，同様の症状を訴えていた。
　　　　(ｲ)　指先のしびれ等



　　　　　　原告には，昭和４７年ころから，起床時に時々指先がピリピリすると
いった症状があった。また，平成３年初めころから，起床時に，肩から指にかけて
のしびれ（ピリピリ感）や頭皮にしびれがあり，しばらくすると改善するといった
症状が出ていた。なお，このような指先のピリピリ感は日中まで続くこともあり，
テニスを行った翌日に増強し，ビタミン剤を服用すると軽快した。
　　　　(ｳ)　レイノー現象
　　　　　　レイノー現象とは，寒冷などの刺激で皮膚細動脈の発作性収縮によ
り，四肢，特に手指の蒼白化を生ずる現象をいい，発作性，一過性で，多くの場合
は１５分以内に消失する。レイノー現象は寒冷刺激によって誘発される場合が最も
多いが，精神的緊張，興奮，驚がく，恐怖などの情緒変動などによって発現する例
も報告されている（甲１２，１３，乙３６，３７）。
　　　　　　原告は，平成３年１月ころから，寒さによって手指の先や足が白っぽ
くなるといった症状を自覚するようになり，平成５年５月には医師からレイノー病
の疑いが指摘されていた。
　　　　(ｴ)　胸（心臓部）の痛み
　　　　　　原告は，平成４年２月ころには心臓部の痛みを自覚し，同年３月ころ
には，胸がキュッとなるといった症状が多く出現していた。また，原告が平成５年
１１月１７日に香川県丸亀市に出張する途中で同月１６日に広島県の実家に寄った
際，原告は胸の異常を覚え，その兄からニトロをもらい，出張から帰崎してすぐに
医師を受診している（なお，診断の結果は異常はないとのことであった。）。
　　　キ　治療
　　　　　原告の高血圧の症状については，経過観察の状態にあり，投薬治療は行
われていなかった。また，高脂血症及び高尿酸血症については，同症の診断を受け
た平成３年１２月１７日以降，投薬治療（メバロチン，ウラリットＵ，ユリノー
ム）を受けていた（甲１，１０，乙７，２５，４１）。
　　(8)　原告の生活習慣等
　　　ア　原告の性格
　　　　　原告は，会社の同僚等から，素直，温厚，几帳面で責任感が強く，冷静
な判断能力を持った人物と評価されていた（甲２，５，乙１３の③，２０）。
　　　イ　睡眠時間
　　　　　原告は，平日には午前６時ころ起床し，午前零時ころに就寝していた。
また，休日には午前７時ころ起床し，土曜は午後１１時ころ，日曜日は午後１０時
ころに就寝していた（甲１，１１２，Ｉ）。
　　　ウ　喫煙・飲酒
　　　　　原告に喫煙の習慣はなく，また，飲酒もつきあいの席上のもので，その
量は多くなかった（甲１，２，５）。
　　(9)　原告の家族歴
　　　　原告の実父は，脳溢血で倒れ，その１，２年後に脳梗塞で死亡した（６９
歳）。実母は，狭心症を患っている。なお，Ｊ病院の外来診療録（乙２５）に含ま
れている「高血圧者個人カード」の家族欄には，父方の祖父に「高血圧（＋）」，
同祖母に「脳溢血，高血圧（＋）」，父に「高血圧（＋），脳出血による死亡」と
あり，兄及び弟の両人にも「高血圧（＋）」と記載されている。
　　(10)　発症当時の状況
　　　　関係証拠（甲１２６，乙５の①，１３の③，１４の③）によれば，以下の
事実が認められる。
　　　　長崎地方の平成６年１月８日の天候は曇りで，平均気温７．５度，午前８
時の気温６．０度，午前１０時の気温８．０度，午前１１時の気温８．２度，正午
の気温８．５度であった。
　　　　原告の受講していた講習は中級クラスであったが，原告は，準備体操を行
った上，コーチが出した打ちやすい球を１０名程度の受講生が順番に打ち返すとい
う練習を約２分間行った後に本件疾病を発症した。なお，発症当日には，インドア
（屋根付き）コートが使用されていた。
　　(11)　心筋梗塞の発生機序等
　　　　証拠（甲１１４ないし１２２，乙４５）によれば，以下の事実が認められ
る。
　　　ア　心筋梗塞の概要　
　　　　　突然の冠血流途絶により生じた心筋壊死を心筋梗塞という。致死率は３
０パーセントから５０パーセントであり，死亡例の大半は発症から２時間以内に，



致死的不整脈や心原性ショックによって死亡する。梗塞を生じた部位により前壁，
側壁，下壁，後壁，右室梗塞等に分類される。また，心筋壁内の梗塞の広がりによ
り，心内膜下梗塞，貫壁性梗塞に分類されることもある。
　　　イ　成因
　　　　　冠動脈硬化病変の脂質に富むプラーク（血管内膜の限局性肥厚）が突然
破綻し，それに伴う血栓形成により冠動脈内腔の閉塞をきたし血流が途絶する。そ
の持続により心筋代謝の維持が不可能となり，心筋壊死が生じ発症してくる。梗塞
部位の心筋は，急性期には壊死，変性を示す。経過とともに白血球浸潤が出現し，
壊死心筋は消失して線維組織に置き換わる。それまでの経過には約１か月を要す
る。
　　　　　なお，急性心筋梗塞，不安定狭心症，心臓性突然死は，プラーク破綻と
血栓形成という共通の基礎病態から発症し，血管内腔の狭窄度と血流遮断持続時間
等の違いによる虚血の程度差が臨床病型を決めていると考えられており，一括して
急性冠症候群として扱うことが一般的となっている。
　　　ウ　発症の経過等
　　　　　急性心筋梗塞は，冠動脈硬化症の進展に伴って起こってくる虚血性心事
故の一つである。突然発症する場合と何らかの前駆症状が認められる場合があり，
その比率は１対１あるいは２対３程度とされている。前駆症状は，狭心症の増悪あ
るいは突然の狭心症の出現等であり，これらは不安定狭心症に相当する。急性心筋
梗塞の発症時刻は，起床後６時間以内の午前中にピークがあるとする報告例が多
い。また，睡眠中，安静時，軽労作中に発症する頻度は高く，いわば長年の日常生
活の営みの中で，徐々に血管病変等が形成，進行及び増悪するといった経過をたど
って発症するものと考えられている。合併症として不整脈，心不全，心原性ショッ
ク，心破裂等がみられ，入院後の死亡率は約１０パーセントである。治療は，発症
から１２時間以内であれば，血流を再開させる再灌流療法を行う。
　　　エ　過重な業務が心筋梗塞発症に与える影響
　　　　　証拠（甲５１ないし６６，１１４ないし１１８，１２３，乙４５）によ
れば，以下の事実が認められる。
　　　　　急性心筋梗塞は，前記のとおり日常生活の中で徐々に形成，進行及び増
悪した血管病変が破綻することによって発症するものではあるが，発症に近接した
時期において，業務に関する異常な出来事に遭遇した場合や，日常業務に比較して
特に過重な精神的，身体的負荷を生じさせる業務に就労した場合には，これらの過
重負荷が急激な血圧変動や血管収縮等を引き起こし，血管病変等を著しく増悪さ
せ，心臓疾患等の発生原因となると考えられている。また，このような発症に近接
した時期における過重負荷のほか，長期間にわたる長時間労働は，血圧の上昇など
の生理的変化をもたらし，その結果，血管病変等をその自然経過を超えて著しく増
悪させる可能性があると考えられている。すなわち，業務には，どのような業務で
あれ，それを遂行することによって生体機能に一定の変化を生じさせる負荷要因が
存在するところ，この負荷要因によって引き起こされる反応を一般にストレス反応
といい，このようなストレス反応によって，血圧上昇，心拍数の増加，不眠，疲労
感などの生理的反応が生じる場合がある。もとより，一般的な日常の業務等により
生じるストレス反応は一時的なもので，休憩・休息，睡眠，その他の適切な対処に
より，生体は元に復し得るものであるが，長時間労働等による負荷が長期間にわた
って作用した場合には，ストレス反応は持続し，かつ，過大となり，ついには回復
し難いものとなる。このような疲労の蓄積によって，生体機能が低下し，血管病変
等が増悪することがあると考えられている。もっとも，このように恒常的な長時間
労働は虚血性心疾患，高血圧，血圧上昇などの心血管系への影響を与えることが指
摘されているが，現時点においては，長時間労働が健康に及ぼす影響について調べ
たもので，十分に計画され評価に耐える疫学調査の報告は必ずしも多くはない。ま
た，長時間労働が心臓疾患に影響を及ぼす理由については，①睡眠時間が不足し疲
労の蓄積が生じること，②生活時間の中での休憩・休息や余暇活動の時間が制限さ
れること，③長時間に及ぶ労働では，疲労し低下した心理・生理機能を鼓舞して職
務上求められる一定のパフォーマンスを維持する必要が生じ，これが直接的なスト
レス負荷要因となること，④就労態様による負荷要因（物理･科学的有害因子を含
む。）に対する曝露時間が長くなることなどがその原因として考えられているが，
ストレスそのものの定量化の困難性や，心臓疾患発症の最終段階があいまいである
ことにより，明確な因果関係をつけにくいとされている。そして，このような現時
点での研究成果を踏まえて，長時間労働が心疾患発症に及ぼす影響を考察すると，



睡眠不足によって循環器や交感神経系の反応性が高められ，それが脳・心臓疾患の
有病率や死亡率を高めると考えられていることや，睡眠時間が６時間未満では狭心
症や心筋梗塞の有病率が高いと認められていることなどに照らし，睡眠が十分取れ
ず，疲労の回復が困難となることにより生ずる疲労の蓄積が心臓疾患の発症に深く
関わっていると考えられている。なお，業務による精神的緊張（業務ストレス）の
影響については，なかには長期にわたる高ストレス群で血圧の上昇を認める報告例
もあるが，それと血圧上昇との関連性を認めない報告例も多く存在する。また，長
期にわたる慢性的な業務ストレスと心筋梗塞を含めた心血管疾患の関係をみると，
有意の心血管疾患の罹患ないし死亡率の増加を認める報告例もあるが，その相対リ
スクないしオッズ比をみると，１．０ないし２．０にとどまっている報告例が多
い。
　　　　　以上のとおり，業務による過重負荷と脳・心臓疾患の発症パターンに
は，①長時間労働業務による負荷が長期間にわたって生体に加わることによって疲
労の蓄積が生じ，それが血管病変等をその自然経過を超えて著しく増悪させ発症す
る場合，②長時間労働業務による負荷が長期間にわたって生体に加わることによっ
て疲労の蓄積が生じ，それが血管病変等をその自然経過を超えて著しく増悪させ，
更に発症に近接した時期の業務による急性の負荷が引き金となって発症する場合，
③発症に近接した時期の業務による負荷が原因となって発症する場合があると考え
られているが，長時間労働業務による疲労の蓄積が生じて脳・心臓疾患が発症する
場合には，過重業務による睡眠不足の影響が大きいと考えられている。
　　　オ　寒冷曝露が心筋梗塞発症に与える影響
　　　　　寒冷気候の地域社会では脳・心臓疾患が誘発あるいは増悪されるといっ
たことや，寒冷曝露によって血圧が上昇するといったことが報告されており，これ
らの報告例に照らし，寒冷環境下における作業が血管病変を増悪させる場合がある
と認められる（甲７８，７９，１０９，乙４５）。
　　(12)　狭心症の発生機序等
　　　　証拠（甲１１８，１２０，乙４５）によれば，以下の事実が認められる。
　　　ア　狭心症の概要
　　　　　狭心症は，冠動脈の異常（器質的狭窄あるいは機能的狭窄）により，心
筋の需要に応じた酸素の供給不足から生じた一過性の心筋虚血による胸部症状を主
徴候とする症候群である。
　　　　　狭心症は，一過性の心筋虚血から生じる。実際には，酸素需要の増加又
はその供給の低下あるいはその両者の組み合わせで起こってくる。動脈硬化病変に
よって内径の７５パーセント以上の狭窄が生じると，冠動脈の近位部の太い血管
が，運動時等の心筋酸素需要の上昇時に供給不足となり，虚血が生じる。一部の例
では，冠動脈の攣縮が起こり，血流低下が生じる。
　　　イ　発症の経過等
　　　　　狭心症は，①冠動脈に広範かつ高度の器質的狭窄が存在するために労作
によって生ずる心筋の酸素需要が増加して発生する安定労作性狭心症（器質性狭心
症），②冠動脈が機能的に閉塞ないし狭窄すなわち攣縮に陥ったために心筋への酸
素の供給が急激に減少して生じる冠攣縮性狭心症（典型例が異型狭心症であり，発
作が安静時に出現し，しかも心電図のＳＴ上昇を伴うものをいう。），③冠動脈内
に血栓が一過性に形成されて内腔が狭窄ないし閉塞されたために生ずる冠血栓性狭
心症に分けられ，後二者は不安定狭心症と呼ばれている。不安定狭心症は，心臓性
突然死や急性心筋梗塞への進展の危険度が高く，放置しておけば，約１０パーセン
トが心事故を発症してくる。不安定狭心症は，発症から数週間内の狭心症，突然発
症してきた安静時狭心症，徐々に発作の頻度，強度，持続時間等が増悪してきた狭
心症などが相当する。安定労作狭心症例は，狭心症の原因となっている病変の進行
がないか，あるいは他の冠動脈病変の進行がなければ，安定した状態にある。
　　　　　なお，急性心筋梗塞，不安定狭心症，心臓性突然死は，プラーク破綻と
血栓形成という共通の基礎病態から発症し，血管内腔の狭窄度と血流遮断持続時間
等の違いによる虚血の程度差が臨床病型を決めているとの考えがあり，これらを一
括して急性冠症候群として扱うことが一般的となっている。
　　(13)　レイノー病及びレイノー症候群
　　　　関係証拠（甲１２，１３，乙２９，３６，３７）によれば，以下の事実が
認められる。
　　　ア　レイノー現象の原因等
　　　　　原病があってレイノー現象を起こす場合（二次性レイノー現象）をレイ



ノー症候群といい，原病が明らかでない場合をレイノー病（一次性，原発性レイノ
ー現象）という。
　　　　　レイノー病の発生原因は明らかではなく，中枢障害説（脊髄灰白質にあ
る血管運動中枢における刺激性の亢進が原因であると考えるもの）や局所障害説
（局所の細小血管の寒冷に対する過敏性に原因を求める考え）などの見解が主張さ
れている。他方，レイノー症候群の原因となる疾患には，膠原病（汎発性強皮症，
全身性エリテマトーデス，多発性関節リウマチ），神経性障害（血管神経症候群，
神経疾患），閉塞性動脈疾患（閉塞性血栓性動脈炎，閉塞性動脈硬化症，動脈塞栓
症），血液疾患（真性赤血球増多症，クリオグロブリン血症），内分泌疾患（甲状
腺機能低下症，膵臓の腺癌），中毒（麦角など）があるが，そのほか，外傷や振動
障害によってもレイノー症候群が発症する。
　　　イ　振動障害によるレイノー症候群
　　　　　振動障害によるレイノー症候群の症状については，特有な手指の蒼白発
作がみられるほか，しびれ感，疼痛，知覚鈍麻などが多くみられ，初期症状として
は上腕の倦怠感が最も多い。また，レイノー現象が初発する振動工具使用期間は，
使用する振動工具，１日の使用時間及びその地方の気候にもよるが，チェーンソー
使用者で１日連続２ないし４時間使用の場合には２，３年で発症するのがほとんど
である。蒼白現象に関しては作業中の冷雨など全身が寒冷に曝露されたときに初発
した例が多い。この発現条件，臨床症状とその後の進展状況には一定の傾向がみら
れ，上腕の倦怠感，特に利き腕の反対側に初発し，それが数か月続いた後，蒼白現
象が寒風，振動などの誘因で引き起こされる。レイノー病のように左右対称性に発
症することはまずない。　
　　　　　振動障害によるレイノー現象の発生機序は，自律神経高位中枢，神経終
末並びに局所血管壁など種々の血流因子と振動との関係から多数の研究が発表され
ているが，病期による病態整理の変化も想定されるなど，極めて複雑な背景の組み
合わせもあって，十分に解明されていない。
　　(14)　本件疾病に関する私的リスクファクター等（甲１１４，１１７，乙４，
４５，６４の④）
　　　　虚血性心疾患は，冠動脈粥状硬化が原因となって発症してくる。粥状硬化
は，短期間に発生するものではなく，長い年月をかけて徐々に進行する。その形
成，進行には，遺伝的体質のほか生活習慣や環境要因が影響を与え，現在，１００
を超える因子が報告されている。また，これらの因子が重なった場合には，その影
響は極めて大きくなることが報告されている。
　　　ア　基礎疾患
　　　　　前記(6)のとおり，原告は，高血圧，高脂血症，高尿酸血症の基礎疾患を
有していた。これらの基礎疾患等が虚血性心疾患の私的リスクファクターになるか
どうかについては，以下のような報告がされている。
　　　　(ｱ)　高血圧
　　　　　　高血圧は，粥状硬化より細小動脈硬化を起こしやすく，虚血性心疾患
との関連がみられる。一般に軽症の高血圧の虚血性心疾患に対する影響はそれほど
大きくないが，重症の高血圧の相対リスクないしオッズ比は３ないし７倍という報
告もある。
　　　　(ｲ)　高脂血症
　　　　　　脂肪は水に溶けないので，血液中のコレステロールは，すべて微少な
脂肪粒子の表面をアポたんぱくが覆うような形をとっており，この複合体であるリ
ポたんぱくの比率や種類を異にするリポたんぱくが区別できる。その中で脂肪粒子
が小さくアポたんぱくＡの比率が高く，全体としての比重が高い高比重リポたんぱ
く（ＨＤＬ），脂肪分の割合が高い低比重リポたんぱく（ＬＤＬ），コレステロー
ルが少なく中性脂肪を主とする粒の周りにアポたんぱくがついている極低比重リポ
たんぱく（ＶＬＤＬ）が区別し得るが，それぞれ役割を異にする。低比重リポたん
ぱくに含まれるコレステロールは，動脈壁に取り込まれて動脈硬化を促進する。
　　　　　　血清総コレステロールあるいは高ＬＤＬコレステロール値と虚血性心
疾患発症率には，正の相関がみられる。総コレステロール値が２２０mg/dlを超える
と，虚血性心疾患の発症率が増加してくる。ＨＤＬに含まれるコレステロールは，
末梢組織からコレステロールを除去する働きを有しており，これが抗動脈硬化作用
として働く。ＨＤＬコレステロール値低下によっても，虚血性心疾患発症率が増加
することが認められており，ＨＤＬコレステロールの低値（３５mg/dl未満）もリス
クファクターとして評価される。高脂血症のリスクは，１．２ないし２．６倍との



報告が多い。
　　　　(ｳ)　高尿酸血症
　　　　　　男性痛風患者は虚血性心疾患の発症率が２倍増加したとの報告もある
が，高尿酸血症そのものが虚血性心疾患の発症に直接関与するのか，高頻度に合併
する高脂血症，高血圧，糖尿病，肥満等の影響なのか明らかでない点がある。
　　　イ　加齢
　　　　　加齢により，虚血性心疾患発症頻度は増加してくる。虚血性心疾患発症
例において，高齢者は若年者に比して，他のリスクファクターを有する率が低下す
ることが知られており，加齢のみが危険因子であると判断せざるを得ない例も存在
する。なお，３０歳以上の日本人における年齢別の主要死因の構成割合をみると，
男性では４０歳から８９歳，女性では３０歳から８４歳までは悪性腫瘍が死因の第
１位を占めているが，男女とも４５歳以上の年齢層では心疾患の占める割合が高く
なっている。また，心臓疾患について年齢別死亡者数をみると，５０歳以上の年齢
層では加齢とともに対数的に増加している。
　　　ウ　家族歴
　　　　　家族の中から同じ疾患が続発しても，これだけでは当該疾患が遺伝性で
あることを意味しない。家族集積性の原因は，しばしば遺伝であるよりも共通の生
活習慣にある。若年時に共通の疾患を発症した場合は，遺伝的影響についても検討
する必要があり，虚血性心疾患の場合，５０歳程度を基準として判定するのが一般
的である。高脂血症には同一家系に遺伝的に現れる家族性高脂血症があり，若年で
あっても重症の虚血性心疾患を発症する。
　　　エ　運動負荷等
　　　　　スポーツに関連した突然死については，ⅰ男性に多い，ⅱ中高年者に多
い，ⅲ中高年者の原因基礎疾患としては圧倒的に冠動脈硬化性心疾患（心筋梗塞）
が多い，ⅳ年齢にかかわらず，原因基礎疾患のほとんどすべては循環器疾患である
といった特徴が挙げられる。もっとも，急性心筋梗塞の発症時の状況については，
睡眠中２２パーセント，安静時３１パーセント，軽労作中２０パーセント，中等度
ないし強度の労作中６パーセント，精神的興奮時３パーセントとの報告があり，過
度の身体的，精神的負荷と発症が関連付けられる例は少ないといった報告もある。
　　　オ　発症時期
　　　　　虚血性心疾患の月別死亡率は寒い時期に高い。また，心筋梗塞発症の時
間帯は午前中に多く，特に午前８時から１２時における発症頻度は，夜間１２時前
後の２ないし３倍であるといった報告がされている。
　　(15)　本件疾病の原因に関する各医師の意見
　　　ア　Ｋ医師（甲１１の②）
        (ｱ)　レイノー現象と本件疾病の関係等
　　　　　　原告の症例として冷却により手指先の蒼白発作があり，レイノー現象
があるものと考えられる。また，原告には基礎疾患の存在が考えにくいことから，
原告の症状は，レイノー病によるものと診断できる。もっとも，現在，レイノー病
は心筋梗塞発症の危険因子として挙げられておらず，原告のレイノー病と本件疾病
発症には関係がないといわざるを得ない。
　　　  (ｲ)　原告の自覚症状（胸部痛）が狭心症と考えられるか。
　　　　　　原告の訴える胸部痛は，狭心症を疑わせるような持続的なものではな
く，平成５年５月１１日以降は同様な症状を訴えていない。したがって，医学的に
は狭心症は考えにくい。
　　　　(ｳ)　本件疾病の機序
　　　　　　冠動脈硬化の危険因子としては，喫煙，高脂血症，高血圧，糖尿病，
高尿酸血症，肥満などが挙げられており，原告の場合，これらの因子のうち高脂血
症，高血圧，高尿酸血症などを伴っていた。したがって，これらの危険因子により
冠動脈疾患が発症し，進行した可能性は否定できない。一方，運動により脱水状態
が生じ血栓が付着しやすい状態が生じる。また，急に寒い所で運動すると冠動脈ス
パズムが起こりやすいことも知られており，原告の場合，運動を開始して短時間で
本件疾病を発症しており，冠動脈スパズムが起こり完全閉塞が続き，心筋梗塞を発
症した可能性が高い。したがって，テニスと本件疾病との関連は大きいと考えられ
る。
　　　イ　Ｍ医師（甲１５）
          原告は平成４年２月ころに狭心症を発症していたと考えられるところ，
その原因は原告の室長としての心理的負荷によるもの推測される。このような心理



的負荷が継続した結果，本件疾病を発症したと考えても不自然ではない。
　　　ウ　Ｎ医師（甲１１３）
          原告の高血圧症及び高脂血症は軽度であり，原告が４８歳６か月で急性
心筋梗塞を発症したことは疾病の自然経過として説明できない。原告の場合，長時
間過密労働による過労・ストレスが原因となって冠動脈硬化症が自然経過を超えて
進行した。また，業務による寒冷曝露も，冠動脈攣縮性を高め，冠動脈硬化症の進
行と急性心筋梗塞発症に関与した。
　　　　　原告は，平成５年１２月末ころまでには，急性心筋梗塞をいつ発症して
もおかしくない状態となっており，年末年始の休暇を取得したことによっても血管
病変は修復されなかった。なお，原告が発症当日に行ったテニスは，引き金にすぎ
ず，原告の急性心筋梗塞発症に重要な要因とは認められない。
　　　　　したがって，本件疾病は，原告が従事した業務と医学的因果関係が認め
られる。
　　　エ　Ｏ医師（乙７の②）
　　　　　原告は，昭和６３年８月，高血圧，高尿酸血症，高コレステロール血症
によりＪ病院内科を受診したが，薬物治療の必要はなかった。その後，平成３年１
２月１７日から，高脂血症と高尿酸血症の治療のため，Ｊ病院内科に通院して薬物
治療を受けていたが，特に症状はなく，検査値も比較的落ち着いていたと思われ
る。
　　　　　高脂血症や高尿酸血症は一般的に心筋梗塞の危険因子であるが，高脂血
症や高尿酸血症があるからといって，必ずしも心筋梗塞を起こすわけではなく，そ
の直接的関連は不明である。
　　　オ　Ｐ医師（以下「Ｐ医師」という。乙６５）
　　　　　原告が，発症当時４８歳６か月であること，１８歳から１９歳で高血圧
に罹患し，２７歳の時点に軽症高血圧に気付き，以後においても軽症ないし中等高
血圧が持続していたこと，高血圧の遺伝的負荷をかなり濃厚に受けていること，高
脂血症，高尿酸血症があり，しかも，虚血性心疾患と関連する狭心痛が心筋梗塞発
症前に時々発生していたことなどを考慮すると，原告の心筋梗塞の発症機序として
は，原告の冠動脈には線維性皮膜の薄い，傷つきやすい，高度ではない，いわゆる
不安定な粥状硬化巣が発生しており，原告はそれの軽微な破綻による小さな血栓形
成とその修復に基づく狭心症症状を時々繰り返していたところ，発症直前のテニス
による運動負荷や寒冷刺激が引き金となって，冠動脈の傷つきやすい粥状硬化巣が
破綻し，その部に血栓が形成され，大きくなった血栓による冠動脈内腔の持続的閉
塞によって急性心筋梗塞発症をきたしたとするのが，無理のない妥当なメカニズム
と推定される。
　　　　　以上により，疾病の自然経過として原告に心筋梗塞が発症したことは，
医学的経験則に照らして説明が可能である。
　２　本件疾病の業務起因性
　　(1)　業務起因性の判断基準
　　　　当該労働者の疾病等が労災保険法７条１項１号にいう「業務上の疾病」と
認められるためには，当該業務と当該結果との間に条件関係があるだけでは足り
ず，両者の間に法的にみて労災補償を認めるのを相当とする関係（相当因果関係）
があることが必要である。
　　　　そして，労災補償制度が業務に内在ないし随伴する危険が現実化した場合
に労働者に発生した損失を補償するものであることにかんがみれば，かかる相当因
果関係が肯定されるためには，当該発症が業務に内在ないし随伴する危険が現実化
したことによるものとみることができるか否かによって判断するのが相当である。
　　(2)　業務の過重性（危険性）
　　　ア　原告が従事した寒冷環境下での業務と血管病変等の増悪の可能性
　　　　(ｱ)　原告は，長期間にわたって寒冷環境下で業務を遂行した結果，血圧が
　　　　　上昇し，動脈硬化が進行したと主張する。しかし，証拠（甲１０，乙２
５，２６の①及び②）によれば，原告は１８，１９歳ころから血圧が高かったこと
が認められるほか，原告の入社時から本件疾病発症直前までの血圧の数値をみて
も，原告が氷海関連の研究に携わるようになった後あるいは氷海水槽が建設された
後に，その数値が有意に上昇したと認めることもできない。
　　　　(ｲ)　また，原告は，寒冷環境下での長期間にわたる業務やその際の振動作
業が原告にレイノー症候群を発症させ，その後の寒冷曝露や精神的ストレスによっ
て出現したレイノー現象が原告の血管病変を増悪せしめたと主張する。



　　　　　　しかし，関係証拠に照らしても，寒冷曝露がそれ自体としてレイノー
症候群の発症原因になることを示す医学的文献は見当たらない。また，振動障害に
よるレイノー症候群についてみても，証拠（乙３６，５２）によれば，振動障害と
してレイノー現象が出現するのは，強度の振動を伴う工具を連続して長期間使用し
た場合であると認められるところ，原告においては，昭和５６年から昭和６１年に
かけて行われた北海道や南極での氷海関連の研究の際に，試験片を作成するなどの
ために一時的にチェーンソー等を使用したにすぎないのであるから，仮に原告に平
成３年ころからレイノー現象が出現していたとしても，これが振動障害に起因する
ものと認めることはできない。さらに，原告は，業務遂行に伴う寒冷曝露や精神的
ストレスによってレイノー現象が出現したなどと主張するが，レイノー現象の誘発
原因は多様である上，原告のレイノー現象がどのような状況で出現していたのか明
らかではないことなどに照らせば，原告の主張を裏付ける証拠はないといわざるを
得ない。
　　　　(ｳ)　以上により，寒冷環境下での作業が同人の血管病変を増悪させた旨の
主張は，これを採用することができない。
　　　イ　室長就任後の業務の過重性
　　　　(ｱ)　室長就任後の原告の労働時間を明確に特定するに足りる証拠はない
が，原告は，出勤日には午前８時ころから午後８時３０分ころまで働き，また，休
日については，土曜日は会社に出社して仕事をすることが多く，日曜日や祝祭日に
は自宅で室員の研究論文を査読することなどもあり，そのほか，昼休みを深堀地区
から浦上地区への移動のための時間に充てたりしていたことは，前記のとおりであ
る。この点，被告は，鍵記録（乙５８の①ないし④）に記録がない場合には原告が
出社していなかったとする前提で，発症前６か月間における原告の１か月当たりの
時間外労働時間は多くても４７時間にすぎないと主張する。しかし，鍵記録に署名
をせずに土曜や祝祭日に出社する社員も少なからずいたことが窺える上，船海課長
であったＧは，同人が土曜に出社した際に原告を見かけたことがあり，原告が土曜
日の７０パーセントは出社していたのではないかと供述しており，同人が原告の土
曜日の出社について虚偽を述べなければならない理由は見当たらず，その供述の信
用性は高い。しかも，原告が全日の有給休暇を取得したとされる日においても，少
なくともその半分程度は原告が出社していたことは前記のとおりであって，被告の
主張は原告の時間外労働時間を過少評価しているものといわざるを得ない。そうす
ると，原告の時間外労働時間を大まかに試算すると１か月約７６時間（１か月の平
均勤務日数を２１．７日とする。乙４５）になるところ，原告は，このほかに土曜
日の過半に出社して業務を行っていたことが認められるのであるから，これを上回
る相当時間数の時間外労働に従事していたと推察される。したがって，原告が主張
するほどの長時間労働（年間労働時間数は３０００時間を超え，この間の１か月当
たりの平均時間外労働時間数が１００時間を超えていた）に同人が従事していたと
は直ちに認定することはできないが，原告が通常に比して継続的に相当の長時間労
働に従事していたものと評価することができる。
　　　　(ｲ)　また，室長の業務は，研究業務の統括管理，室業務状況の次長への報
告と協議，研究室人事，勤労，安全衛生の管理，週報作成，室課長会への出席，見
学者案内，客先対応，次長特命事項，研究の立案，実行，予算管理，船海部門の作
業量確保，調整，社外の各種委員会対応等，一般的にも責任の重いものである。し
かも，原告が室長当時は，船海部門は造船事業の不況や氷海水槽の稼働率の低下等
のため慢性的な赤字を抱え，室長である原告は予算の獲得のために相当の努力を迫
られていた上，特に平成５年中にはＹ，Ｘのプロジェクトの本格化及びそれに伴う
出張回数の増加，Ｙを担当していたＦの退職と原告によるそのプロジェクトの引継
等相当の時間と労力を要すると推察される仕事をこなしていたことは前述のとおり
である。さらに，同年１１月及び１２月には研究計画の策定，要因の見直し，予算
の編成，本社役員による事業所視察及び見学会の準備等の仕事が重なり，時間的に
も質的にも極めて多忙な日々を送っていたと窺うことができる（なお，Ｉは，同年
末に原告とＥとの間に大きな確執があり，原告が相当怒っていたと供述するが，そ
のような事実があったことを認めるに足りる裏付けはない。）。そして，このよう
な中で原告が担当していた研究業務には相当の遅れが出ていたのであるから，これ
が原告に対して大きな負荷となっていたことも想像に難くない。
　　　　　　この点，原告は，平成３年１２月３１日から平成４年９月１８日まで
の間に日記を付けていたが，その中には，「厳しい叱責あるのみ」，「指示は早く
から出しているが，ギリギリに間に合う仕事が多い」，「今年の来客の多いこと，



連日３～５件の見学者であり，ほとほと疲れる。忙しい人間ばかりであるので，そ
の多くを室長自らやってしまうことになる」，「３カ所の机，事務所を飛び回って
いるうちにボロボロと忘れる。イライラと仕事する」，「目が回るとはこのこと
だ。一日中いろいろに走りまわり，関係室課との打ち合わせ。大物がぞくぞくと搬
入され，所狭しと並べたてられる。」，「仕事は増える一方，たまる一方，処理済
となる案件のいかに少なきか，なげいてもどうにもならぬと思うものの，何故私に
こんなに仕事が降って湧くのか」，「どうして体調のすぐれぬ日々を送っているの
か」，「疲れるそれにしても疲れる。こんな調子でいつまで持つのだろうか。」，
「疲れた。非常に疲れた。何故かは知らぬが非常に疲れた。こんな調子だと本当に
だめになるかもしれない」等の記載がみられ，その記載からは原告が誠実に仕事に
対処し，その業務が相当負担の大きなものであったことを読み取ることができる。
そして，平成５年における原告の業務は，原告が日記を付けていた期間と比しても
課題が多く，前記のとおり多忙でストレスフルなものであったから，なお一層原告
には大きな負荷がかかっていたものと推察することができる。
　　　　(ｳ)　もっとも，業務における精神的な緊張（業務ストレス）と血圧上昇あ
るいは心血管疾患との関係には未解明な部分が多く，これを直ちに本件疾患と関連
付けることは現在の医学知見上困難である。しかし，少なくとも以上にみた原告の
業務内容は，原告の長時間労働を裏付けるものとみることはできるものであり，こ
の長時間労働が，常識的にはその質的な困難さととも相まって慢性的な疲労の蓄積
を生じさせるほどに過重であり，血管病変を自然的経過を超えて増悪させ，本件疾
病の発症に至らしめる危険性があったものと認めることができる。
　　(3)　原告の業務が本件疾病に与えた影響（危険の現実化）
　　　ア　原告の私的リスクファクターの検討
　　　　(ｱ)　基礎疾患
　　　　　ａ　前記のとおり，原告は高血圧，高脂血症，高尿酸血症の基礎疾患を
有していた。
　　　　　　　しかし，原告の高血圧の状態について，それを正常高値血圧と軽症
高血圧の範囲でほぼ動揺していたと評価すべきか，軽症高血圧と中等症高血圧の範
囲でほぼ動揺していたと評価すべきかは，ひとまず置くとしても，原告の高血圧の
状態が一貫して経過観察の段階にとどまっていたことに照らせば，これを重篤なも
のとみることはできない。そして，前記のとおり，一般に軽症の高血圧の虚血性心
疾患に対する影響はそれほど大きくない旨の医学的報告がされていることに留意す
べきである。また，原告は，平成元年８月ころから総コレステロール値が２２０
mg/dlを超えるようになったが，平成３年１２月から投薬治療を開始し，その後の数
値は比較的安定していたものであり，高尿酸血症については，それ自体が虚血性心
疾患のリスクファクターとなるかについては未だ明らかにされていないことは前述
のとおりである。
　結局，原告は，高血圧症や高脂血症といった本件疾病のリスクファクターとなる
基礎疾患を有しており，これが本件疾病の発症や増悪に関与した可能性は否定でき
ないものの，その基礎疾患の自然的な経過のみで当然に本件疾病が発症，増悪する
ほどのものであったというには，その管理の経過や症度からいって無理があるとい
わなければならない。
ｂ　狭心症（なお，これを私的リスクファクターといえるか否かについては後記の
とおりである。）
　前記のとおり，原告は平成４年ころから時々心臓部の痛みを訴え，医療機関を受
診したりしているところ，この症状を狭心症ないし本件疾病に関連する症状とみる
か否かについて，Ｋ医師はこれを否定的に解する一方で，Ｍ医師（甲１５）及びＰ
医師（乙６５）はこれを肯定する意見を述べ，医師の間でも意見が分かれている。
Ｋ医師が原告の胸部痛の症状を狭心症と判断することが困難であるとするのは，胸
部痛が持続的なものではないこと，平成５年５月１１日以降は同様の症状を訴えて
いないことを根拠とするものである。しかし，同年１１月に原告が心臓部の痛みを
訴え，兄からニトロをもらい，直ちに医師を受診するほどの症状が出現していたこ
とは前述のとおりである。そして，その後原告が本件疾病を発症していることにか
んがみれば，平成４年ころから原告が訴えていた胸の痛みは，虚血性心疾患に関連
する疾病，すなわち狭心症（異型狭心症）等の心血管疾患の症状であった蓋然性が
高いというべきである。そうであれば，本件疾病は，原告の血管病変が狭心症など
の心血管疾患の過程を経て発症に至ったものとみることができる。
　　　　(ｲ)　加齢



　　　　　　原告は本件疾病を発症した当時４８歳６か月であったところ，前記
１(14)で認定した事実によれば，加齢が本件疾病の有力な危険因子であるとは考え
難い。
　    　(ｳ)　家族歴
　　　　　　前記のとおり，原告の実母は現在狭心症を患っていることが認められ
るほか，原告の親族はいずれも高血圧であったことが窺われるが，原告に本件疾病
発症に関する遺伝的な要素が存在していた可能性はあるものの，あくまで可能性の
問題である上，５０歳ころまでに虚血性心疾患を患う者が原告の親族の中に多数存
在したといった事情までは認められない。
　　　　(ｴ)　運動負荷等
　　　　　　原告が本件疾病を発症したのは，寒冷期の午前中であり，急性心筋梗
塞が最も発生しやすい時期・時間帯であった上，テニスの講習を受講していた最中
で，運動負荷のかかった状態であった。したがって，このような運動負荷が本件疾
病の発症の引き金になったことは容易に推察できる。
　　　イ　原告の休暇取得状況と血管病変の改善可能性
　　　　　原告は，年末年始に８連休を取得し，その後に２日間出勤した後，土曜
日に本件疾病を発症した。疲労の蓄積の解消によって血管病変等が改善するといっ
た医学的報告もあることから（乙４５），原告が発症日の直前に長期間の休暇を取
っていたこととの関係で，同人の血管病変等の改善可能性がなかったか検討されな
ければならない。
　　　　　原告が発症日の直前に長期間の休暇を取得していること，発症日にテニ
スの講習を受講していることなどに照らせば，原告の疲労，特に肉体的疲労は相当
程度回復していたとみるのが相当である。しかし，前記のとおり，原告は平成４年
ころから不安定狭心症などの心血管疾患を患っていた蓋然性が高いと認められると
ころ，狭心症（異型狭心症）は心臓性突然死や急性心筋梗塞への進展の危険度が高
く，これらの発症を防止するためには適切な治療を要するのであるから，このよう
な原告の病状に照らせば，原告は，年末年始に休息を取った程度では，それまでに
増悪した血管病変等を改善させるには至らなかったとみるのが相当である。
　　　ウ　本件疾病が発症した経過及び原因について
　　　　　以上の検討によれば，原告は平成４年ころから狭心症（異型狭心症）を
含む虚血性心疾患に関連する疾病が発症していた高度の蓋然性があり，これを基礎
疾患として寒冷期におけるテニスという運動負荷が引き金となって本件疾病が発症
したものというべきである。
　　　エ　ところで，Ｐ医師は，原告が虚血性心疾患に関連する症状があった（狭
心症）とした上で，原告に発生していた動脈硬化の最大の原因は，遺伝的負荷のか
なり強い，若年発症で，入社前から存在していた，軽症ないし中等症の高血圧が，
特に治療を受けることなく，継続的に長期間継続していたことによるとするのが常
識的な医学的判断であり，疾病の自然経過として原告に心筋梗塞が発症したこと
は，医学的経験則に照らして説明が可能である旨の意見を述べている（乙６５）。
　　　　　しかし，狭心症ないしそれに関連する心血管疾患も，心筋梗塞と同様に
業務上の過重負荷によって発症し，増悪し得るものであり，前記のとおり原告の従
事していた業務は，慢性的な疲労の蓄積を生じさせるほどに過重であって，血管病
変を自然的な経過を超えて増悪させる危険性のあるものであったのであるから，狭
心症ないし心筋梗塞と関連する心血管疾患の発症，増悪と業務との関係の検討をせ
ずに，直ちに本件疾患をいわば私病として扱うことは相当ではないと考えられる。
そして，前記のとおり，原告の高血圧の状態は，一貫して薬物治療を要しないもの
と診断されており，高脂血症も総コレステロール値が基準値を上回っていた期間が
３年にすぎず，本件疾病が発症するまでの約３年間は比較的安定した値で推移して
おり，家族歴による発症の可能性も具体的には定かではない。このような，原告が
いわば私的に抱える本件疾患のリスクファクターは，それのみで，狭心症ないし本
件疾病に関連する心血管疾患を自然の経過で増悪させ，当然に本件疾患を発症させ
るというほどの症度や要因になっていたと認めることは困難である。他方，先に検
討したとおり，原告が室長に就任した以後に従事した業務は，少なくとも原告が有
していた狭心症などの心血管疾患を自然の経過を超えて増悪させる危険性を有する
ものであったのであるから，原告の高血圧症や高脂血症などと相まって，原告の従
事した業務が，その狭心症などの心血管疾患を少なくとも増悪させる有力な原因で
あったことを十分に推察させる。そして，原告の狭心症などの心血管疾患は，本件
疾患発症の基礎となっていたというべきであるから，原告の従事した業務の過重性



と本件疾患の発症との間には相当因果関係を認めることが相当である。
第５　結論
　　　以上の次第で，本件疾病が業務に起因するものではないとした本件各処分
は，違法であり，取り消されるべきであるから，原告の本件各請求を認容すること
とし，訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法７条，民事訴訟法６１条を適用して，
主文のとおり判決する。
（口頭弁論終結の日・平成１５年１０月２１日）
　　　長崎地方裁判所民事部　　　

　　　　　　　裁判長裁判官　　　田　川　直　之

　　　　　　　　　　裁判官 　   平　野　　　淳

　　　　　　　　　　裁判官 　   河　畑　　　勇

（別表１及び２は添付省略）


